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要 旨 

 

活荷重または地震荷重が作用した際の 

球面すべり支承の力学的挙動に関する研究 
 
 

大藪 宏文 
 

球面すべり支承は免震効果が期待される新しいタイプの免震支承であり，免震支承の特
徴としてすべり面の摩擦による減衰機構と球面による復元機構を併せ持っている．支承は
橋梁における上下部構造の取付部材であり，国内における既往の大規模な地震では，橋の性
能に影響を及ぼす支承部の被害が生じていることから，支承という部材の重要性が確認さ
れている．球面すべり支承を橋梁に適用することで，橋梁の更なる免震性能向上に寄与する
ことが可能である． 

球面すべり支承は主にスライダーおよびコンケイブプレートから構成され，スライダー
が持つ球型凸面とコンケイブプレートが持つ球型凹面をすべり面として摺動する．スライ
ダー表面には PTFE 織物と接着性を高めた高強度繊維の二重織物から成るすべり材を貼付
し，コンケイブプレート表面（SUS304）との摩擦係数を低く保つようにしている． 

球面すべり支承は建築構造物に適用された実績はあるものの，橋梁への適用は少ない．球
面すべり支承の橋梁への適用のため，橋梁における支承に求められる性能を有することを
検証することは重要である．ここで，支承に求められる性能とは，上部構造から伝達される
死荷重，活荷重などの鉛直荷重，地震や風などの水平荷重を確実に支持して下部構造へ伝達
すること，また，活荷重や温度変化の影響などによる上部構造の水平移動，たわみによる支
点部の回転変位に対しても円滑に追随し，上部構造と下部構造の相対的な変位を吸収する
ことである． 

本研究では，球面すべり支承の橋梁への適用を検討するため，活荷重時および地震時にお
ける球面すべり支承の挙動を調査する実験を行った．実験は縮小模型実験を基本とし，活荷
重時の実験では，球面すべり支承によって支持された橋梁模型桁を用いて実験を行い，橋梁
模型桁のたわみによって支点部に生じる回転や変位を観察した．地震時の実験では，振動台
を用いた正弦波および地震波による加振を行い，球面すべり支承によって支持された橋梁
上部構造模型の応答を観察した．また，支承のすべり変位に応じて橋脚に生じる偏心曲げモ
ーメントについても観察し，下部工への影響を検証した．さらに，これらの実験に対する再
現解析を FEM 解析および動的解析にて行い，解析モデルの妥当性を検証した． 
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1. 序論 

 

1.1 研究背景 

2016 年 4 月 14 日に発生した熊本地震では，橋長 206m の阿蘇大橋の落橋や県道上の多

数の橋梁の損傷などが生じ，九州自動車道の通行止めや新幹線の運休等，交通インフラに大

きな被害が生じた．橋梁が損傷によって耐荷性能を失い，直接もしくは関節的に通行止めと

なると，その橋梁に沿った道路はすべて遮断される．万が一，その道路が 1 つの集落につな

がる唯一の道路であった場合，その集落は孤立し，地震後の救助活動や救援物資の輸送がで

きない．従って，大地震後に橋梁の耐荷性能を失わないようにすることは，道路交通網やラ

イフラインの維持において非常に重要である． 

1995 年兵庫県南部地震の被害から，支承部の損傷事例が多数確認され，支承についても

レベル２地震動に対する設計が行われることとなった．レベル２地震動とは，「橋の設計供

用期間中に発生することは極めて稀であるが一旦生じると橋に及ぼす影響が甚大であると

考えられる地震動」と定義されている 1)．その後の 2011 年東北地震や 2016 年熊本地震に

おいて，レベル２地震動に対しても機能するように設計されたゴム支承に破断等の損傷が

確認された．さらに，2016 年熊本地震では，橋脚が巻立て補強されていたものの支承部お

よびその周辺に必要な補強がなされていなかったために，支承本体および取付部が破壊さ

れたため，上部構造に損傷が生じ，道路が通行止めとなった事例もある．このように，過去

に国内で発生した大規模な地震では，橋梁の性能に影響を及ぼすような支承の被害が幾度

も確認され，支承の重要性が認識されている．以上のことから，大地震の発生時に橋梁の耐

荷性能を損なわないような支承が必要である． 

免震設計は上部構造から下部構造に伝わる地震力を低減することを目的としており，変

形性能の高い支承が要求される．現在，我が国では，一般的に，免震支承として積層ゴム系

支承が用いられている．しかしながら，レベル 2 地震動が作用した場合，積層系ゴム支承が

損傷せずに，大変形に対応するためには，積層ゴムの断面積を大きくする必要がある．この

ことは結果として支承が大型化することとなり，材料コストや支承高の面で制約を受ける．

さらに，2011 年東北地方太平洋沖地震，2016 年熊本地震において，経年劣化や地盤変状等

の要因も重なり，積層ゴム系支承に破断や亀裂等の被害が生じている 2)．これらを背景とし

1



て，積層ゴム系支承だけでなく，異なるタイプの免震支承の開発も進める必要があり，本研

究では新たな免震支承として，我が国の橋梁では一般的に使用されていない球面すべり支

承に着目した． 

球面すべり支承は，Zayas らによって初めて検討され，海外では，幾つかの国において橋

梁への適用実績がある 3)．球面すべり支承は，凹型球面を有するコンケイブプレート上をス

ライダーが滑る可動式の免震支承であり，摩擦による減衰機能と振り子運動による復元機

能を有している．球面すべり支承は振り子の原理によりスライダーが摺動するため，固有周

期は以下の式のように求められる 4)． 

     （1.1） 

ここで，T は固有周期，R はコンケイブプレートの球面半径，g は重力加速度である．固有

周期を決定する変数は球面半径のみであるため，積層ゴム系支承と比較して上載荷重の影

響を受けないという利点がある． 
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1.2 本研究の目的 

本研究では，国内において橋梁への適用実績のない球面すべり支承に着目し，我が国の橋

梁への適用性を検討する．検討項目は以下のようにまとめられる． 

1. 常時設計荷重時の球面すべり支承の挙動 

常時設計荷重として自動車の走行による主桁のたわみを生じる際に，橋梁の支点部で

は回転および変位が生じる．球面すべり支承がこの回転および変位に対してどのよう

な挙動を示すかを明らかにする．球面すべり支承によって支持された橋梁模型桁を用

いて実験を行い，橋梁模型桁のたわみによって支点部に生じる回転や変位に関する力

学的挙動を検証する． 

 

2. 地震時の球面すべり支承の挙動 

球面すべり支承の免震支承としての挙動を明らかにするため，振動台を用いた実験を

行う．正弦波および地震波による加振を行い，球面すべり支承によって支持された橋

梁上部構造模型の応答を観察する．また，支承のすべり変位に応じて橋脚に生じる偏

心曲げモーメントについても検証する． 

 

3. 球面すべり支承の解析的な検討 

構造解析による結果をもとに橋梁の設計が行われるが，解析モデルの設定方法等が解

析結果に重要な影響を及ぼすことがある．そのため，解析モデルの妥当性を評価する

ことは橋梁を設計する上で必要である．常時設計荷重時の挙動に対して FEM 解析を，

地震時の挙動に対して動的解析を行い，実験結果と比較することで球面すべり支承の

解析モデルの妥当性を検証する． 
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1.3 研究方法と本論文の構成 

本研究では，球面すべり支承の橋梁への適用を検討するため，活荷重時および地震時にお

ける球面すべり支承の挙動を調査する実験を行った．実験は縮小模型実験を基本とし，活荷

重時の実験では，球面すべり支承によって支持された橋梁模型桁を用いて実験を行い，橋梁

模型桁のたわみによって支点部に生じる回転や変位を観察した．地震時の実験では，振動台

を用いた正弦波および地震波による加振を行い，球面すべり支承によって支持された橋梁

上部構造模型の応答を観察した．また，支承のすべり変位に応じて橋脚に生じる偏心曲げモ

ーメントについても観察し，下部工への影響を検証した．さらに，これらの実験に対する再

現解析を FEM 解析および動的解析にて行い，解析モデルの妥当性を検証した． 

本論文では，全 6 章から構成され，各章の概要は以下の通りである． 

１章では，橋梁を構成する部材の１つである支承の重要性を説明し，球面すべり支承の免

震支承としての橋梁への適用を提案した．また，球面すべり支承の国内外の既往研究の概要

を整理した．さらに，構造工学分野における相似則について体系的に整理し，縮小模型実験

の妥当性を考察した． 

２章では，活荷重作用時における球面すべり支承の水平変位および回転といった挙動を

明らかにすることを目的として，球面すべり支承によって支持された橋梁模型桁を用いて

実験を行った． 

３章では，2 章の実験結果を基に，球面すべり支承の挙動や応力状態を調査するため，

FEM 解析を行った．FEM 解析では，すべり面の摩擦力が下部工に与える影響を調査するた

めのモデルを作成した． 

４章では，球面すべり支承の地震時挙動を調査するため，縮小模型を用いて振動台実験を

行った．縮小模型では，橋梁上部工模型および球面すべり支承のほかに，下部工を模擬した

橋脚を含んでいる．この橋脚は，地震時に下部工に作用する反力を調査するために設置した． 

５章では，4 章の実験結果を基に，シングル球面すべり支承の振動台実験に対して，橋脚

―支承―上部構造による解析モデルを用いた非線形動的解析を行った．解析モデルには，面

圧，速度および温度依存性を考慮したモデルを使用し，PTFE―ステンレス系の摩擦係数の

各種依存性の影響を示した． 

６章では，本研究で得られた結論を述べた． 
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1.4 支承の役割 

橋梁を構成する部材の一つである支承は，「沓（しゅう）」とも呼ばれる．沓は訓読みで「く

つ」となり，文字通り靴と同じ履物の意味を示す．設計や維持管理等の橋梁に関わる業務に

おいて支承と沓はどちらを呼称しても同じ部材を示しており，明確に分類する条件は不明

である．呼び分けの一例として，支承の構造はたいてい上下に分離でき，図-1. 1 のように

橋桁側（上）に位置するものを「上沓（うわしゅう）」，橋台側（下）に位置するものを「下

沓（したしゅう）」と呼び，支承の台座として「沓座（しゅうざ）モルタル」を設置する 5)．

このように，支承と沓はほぼ同義であることから，橋梁に支承を取り付けるということは，

橋梁に靴を履かせているということに他ならない．つまり，支承に求められる役割は，靴の

役割に近いと考えられる．人間は靴を履くことで自らの足を衝撃や摩擦から保護するが，橋

梁も同様に支承によって橋桁を保護することが求められる．人間は足を動かすことによっ

て移動するが，橋梁には足は無く，移動などしないと思われるかもしれないが，図-1. 2 に

示すように橋梁の支点位置は桁のたわみや温度変化による桁の膨張・収縮，地震動等によっ

て変位を生じる．その変位量は数十 m の橋長に対して数 cm とわずかであるが，かかる応

力は凄まじく，支点部分を固定しようものならたやすく破壊される． 
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図-1. 1 支承断面図 
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(c)地震動による変位 

図-1. 2 支点位置の各種変位 
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平成 29 年道路橋示方書Ⅰ共通編 6）では，支承の性能について，次のように規定している． 

（1）支承部は，次の性能を確保するよう，適切な形式，構造及び材料を選定しなければ

ならない． 

1）支承部は，上部構造から伝達される荷重を確実に下部構造に伝達すること． 

2）支承部は，活荷重，温度変化等による上部構造の伸縮や回転に追随し，上部構造と

下部構造の相対的な変位を吸収すること． 

荷重を伝達するとは，上部構造の死荷重，活荷重といった鉛直荷重や風および地震等の水平

荷重を確実に支持して下部構造に伝達することを示す． 

平成 30 年道路橋支承便覧 5）では，支承に求められる機能として，表-1. 1 に示すような

鉛直方向支持機能，水平方向支持機能，回転方向支持機能の 3 つに分類している． 

 

表-1. 1 支承に求められる機能 

機能 対応する力・変形の種類や低減機能 

鉛直方向支持機能 
下向きの力 

上向きの力（上揚力） 

水平方向支持機能 

水平力 

水平変位 

水平力低減機能 
減衰機能 

アイソレート機能 

回転方向支持機能 たわみ・ねじれ 
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また，荷重の伝達について，次のように書かれている． 

「上下部構造間の荷重伝達は，上部構造の慣性力を低減するために，地震時に下部構造から

上部構造へ伝達する振動を直接そのまま伝達するのではなく，支承に減衰機能やアイソレ

ート機能を持たせて伝達する振動を小さくし，これによって，橋の性能を満足させることが

できる場合もある．」 

この減衰機能とアイソレート機能を併せ持つ支承を免震支承と呼び，免震支承は地震動

の影響による水平方向の慣性力を分散させることが可能である．免震支承として代表的な

積層ゴム支承とすべり支承の比較を表-1. 2 に示す． 

 

表-1. 2 代表的な免震支承の特徴 

 積層ゴム支承 すべり支承 

主な材質 ゴム 鋼材-PTFE 

減衰機構 変形 摩擦 

アイソレート機構 せん断変形 すべり 

 

免震支承として国内で最も多く採用されている積層ゴム支承は，弾性材料の変形により

上下部構造のそれぞれの変位を分離する機構を持つ．また，振動による運動エネルギーをゴ

ム支承の変形に伴い生じる熱エネルギーに変換して減衰させる．一方で，すべり支承は鋼材

表面と PTFE の接触面のすべりによって上下部構造のそれぞれの変位を分離し，すべりに

伴う摩擦によって変位を小さくし，減衰機能を発揮する． 

以上のことから，本研究では，球面すべり支承が支承としての役割を果たすことを検討す

るため，支承の移動や回転に着目した実験が重要であると考える．支承の移動については，

スライダーの摺動に起因するため，摩擦力や支承が設置される下部工への影響について調

査する． 
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1.5 活荷重載荷時の支承の挙動 

橋梁の支承は上部構造からの荷重を確実に下部構造に伝達する機能を求められており，

荷重や温度変化等による伸縮や回転に追随することによって，上部構造と下部構造の相対

的な変位を吸収し，適切に作動する必要がある． 

橋梁では通常，自身の荷重（死荷重）と車両等の荷重（活荷重）によって主桁にたわみが

生じる．単純梁では片方を固定，反対側を可動とするのが一般的であり，例えば集中荷重に

よって変形する場合，図-1. 3(a)に示すように支点は梁に対して外側に移動する．橋梁にお

いて通常用いられるゴム支承ではせん断変形によって支承の変形が生じるが，球面すべり

支承ではスライダーが摺動することで支承が変形する． 

構造力学では，支点の移動量は支間長に比べて非常に小さいものであるため，移動量につ

いてあまり議論はされないが，支点の移動量はわずかであるものの，仮に完全にゼロとした

場合，梁の端部が拘束されるため，図-1. 3(b)のような状態となる．このような状態で桁に

たわみが生じると，支点部分に大きな力が生じ，桁もしくは支承の損傷の原因となる．球面

すべり支承ではスライダーの摩擦によって支点の移動を実現しているため，摩擦力が支点

の移動量や桁のたわみ，または回転角に対して影響を及ぼしている可能性がある． 

以上から，本論文 2 章および 3 章では，橋梁模型実験および FEM 解析を実施し，活荷重

載荷時の球面すべり支承の力学的挙動を検証した． 
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(b)両側支点を固定した場合 

図-1. 3 桁のたわみと支点移動 
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1.6 地震時の支承被害 

2016 年熊本地震は最大マグニチュード 7.3，最大震度 7 を記録し，気象庁が定義する長

周期地震動階級の設定後に初となる最大の階級 4 を観測している．熊本地震における橋梁

の損傷の中では，ゴム支承の深刻な損壊について複数の報告がなされており，これらの橋梁

は平成 8 年版道路橋示方書に基づいて設計されていたことから，全国の橋梁技術者の注目

を集めた．平成 8 年度版道路橋示方書では，1995 年兵庫県南部地震（神戸地震）を受けて

改訂が行われており，耐震設計に関連した規定が大幅に改訂されている．しかしながら，熊

本地震においては，地震動は示方書の設計地震動と同程度レベルであるものの，地盤変状に

伴う下部構造の移動などの影響が評価できず，このことがゴム支承の損壊につながったと

報告されている 7）．平成 29 年度版道路橋示方書では，支承が破壊しても下部構造が不安定

とならず上部構造を支持できる構造形式とすることが規定されている． 

九州橋梁・構造工学研究会（KABSE）8）は 2016 年熊本地震対応特別委員会を設置し，地

震によって被災した橋梁の調査を行った．その中で，ゴム支承が被災した 5 橋（大切畑橋，

扇の坂橋，俵山大橋，すすきの原大橋，一ツ橋側道橋）に対して，ゴム支承の破壊過程や終

局状態を明らかにするための被害分析が行われている．被害分析では損傷状況の観察と

FEM による破壊過程を比較し，被災メカニズムの分析が行われた．損傷状況の観察ではゴ

ム本体の破断や取り付けボルトの破断など，ゴム支承の破壊状況は位置によって異なるこ

とが示された．FEM による破壊過程の検証では，ゴム支承の設計ひずみ（250％）を上回る

300％以上のせん断ひずみが生じた．また，桁の浮き上がりによってせん断キーが機能しな

かったことも示唆され，設計の段階においてせん断キーとソールプレートの遊びをなくす

ことが重要であると結論づけている．このことから，設計においては大地震に備えてゴム支

承の限界状態を詳細に把握し，せん断キーや取り付けボルトに至るまで詳細なモデル化が

必要であると提言されている． 
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1.7 球面すべり支承 

日本国内において現在の橋梁に用いられているすべり支承の例として，BP・A 支承をエ

ラー! 参照元が見つかりません。に示す．BP・A 支承は上沓と支承板の平面で支点の移動に

対応し，下沓と支承板の曲面で支点の回転に対応する．地震動や桁の伸縮のような水平変位

に対応することができるものの，地震後の支承の変位を元の位置に戻す機能（復元機能）は

持ち合わせていない．このような支承に復元機能を付加する場合は，変位機能と復元機能を

分離した「機能分離型支承」が用いられ，復元機能はダンパー等の別のデバイスで補われて

いる． 

これに対して図-1. 5 に示す球面すべり支承は「機能一体型支承」であり，すべり面を球

面とすることで，地震後に自重で中心に向かって摺動するため，復元機能を持ち併せている．

機能を一体化したことにより，球面すべり支承は構造の単純化が可能であり，製造や管理が

容易であるという利点が挙げられる． 

 

図-1. 4 BP・A 支承（出典：文献 5）） 

 

図-1. 5 球面すべり支承（出典：文献 4））  
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1.8 既往の研究（海外） 

（1）Zayas らの研究 

1987 年に Zayas らによって考案された Friction Pendulum System（FPS）3）は，サンフ

ランシスコの米国控訴裁判所ビルの改修に採用された．それまでは，すべりによる免震シス

テムは平らなすべり面を使用していたが，Zayas らはすべり面を球面としたことで振り子

（Pendulum）のように動作するよう設計した．このことは，従来の免震システムで必要と

されていた復元機能を持つ装置が不要になるとして高い評価を受けた．また，FPS の特徴

として支承本体の構造高さが低いことが，歴史的建築物の改修に適していると考えられる． 

 

（2）Tsai らの研究 

2003 年には，Tsai らによって 2 つ以上の球面を備えた Multi- Friction Pendulum 

System(MFPS) 9）が考案され，2004 年には図-1. 6 に示すような実物大の建築構造物を対象

とした振動台実験を実施し，実験結果からその耐震性能を実証した．また，地震時の力学的

挙動を数値解析によってシミュレーションできるように、MFPS の有限要素法を提案した．

Tsai らは，スライダーの変位量に応じてすべり面の曲率半径を変えること 10）（Variable 

Curvature Friction Pendulum System（VCFPS）,図-1. 7）や，片側のすべり面の形状を工夫

してすべりの方向を固定する 11）等（図-1. 8），目的に応じた様々な球面すべり支承を考案し

た． 
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図-1. 6 Tsai らの実物大の振動台実験装置（図の出典：文献 9）） 

 

図-1. 7  Tsai らの VCFPS（図の出典：文献 10）） 

 

図-1. 8 Tsai らの溝型球面すべり支承（図の出典：文献 11）） 
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（3）Constantinou らの研究 

Constantinou らは，PTFE と鋼材によるすべり支承の研究 12）からスタートし，PTFE-ス

テンレス系のすべりは摺動速度や面圧によって変化することを示した．1993 年には橋梁を

免震化するための球面すべり支承に関する研究を行い 13），日本のレベル 1 地震動のような

比較的弱い地震動に対しても免震機能が働くことを示した．2004 年には MFPS の研究を行

い，その中で MFPS の詳細な挙動について考察し 14），支承まわりの荷重と変位の関係につ

いて方程式を立てている（図-1. 9，図-1. 10）．  

 

 

 

 

図-1. 9 MFPS（図の出典：文献 14）） 図-1. 10 スライダーとすべり面の荷重と 

変位の関係（図の出典：文献 14）） 
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Constantinou らは 2007 年には MFPS をさらに発展させた様々な球面すべり支承を考案

している 16）．その中ですべり面を複数持つ球面すべり支承は，それぞれの球面半径や摩擦

係数を調整することで大小様々な地震動に対応できると考えている．図-1. 11 に

Constantinou らの考案した MFPS を示す． 

図-1. 11(a)に示す改良シングル球面すべり支承は，元々は 1 つであったすべり面を 2 つ

としている．上沓部分はヒンジ構造として上部構造の回転に対応している． 

図-1. 11(b)に示すダブル球面すべり支承は関節構造を持つスライダーを上下のすべり面

で挟む構造になっている．上下それぞれのすべり面の球面半径や摩擦係数が異なっている． 

図-1. 11(c)に示すトリプル球面すべり支承は，スライダーを挟む内側の上下のすべり面を

合わせて 1 とし，さらに外側の上下のすべり面をそれぞれ 2，3 としてトリプルとしている．  

 

 
（a）改良型シングル球面すべり支承 

 

（b）ダブル球面すべり支承 

 

（c）トリプル球面すべり支承 

図-1. 11 Constantinou らの球面すべり支承（図の出典：文献 16）） 
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更に Constantinou らはトリプル球面すべり支承の動作原理について詳しく述べている． 図

-1. 12 に示すように，トリプル球面すべり支承の 4 つのすべり面に対して移動量 u，回転角

θ，摩擦力 F，垂直抗力 S を用いて方程式を立て，球面すべり支承の動作原理を説明し，す

べてのすべり面における最大変位時の荷重-変位関係を図-1. 13 のように示している 15）．図

-1. 11（c）中の摩擦係数と球面半径の大小関係は以下のように定義し，トリプル球面すべり

支承が最も効率的に機能すると説明している． 

μ2 =μ3<μ1<μ4    （1.2） 

R2 = R3<<R1 = R4    （1.3） 

これは，内側（R2 と R3）のすべり面が球面半径および摩擦係数ともに小さく，外側（R1

と R4）のすべり面が球面半径および摩擦係数ともに大きいことを示す．このことにより，

設計基準の地震動（Design Based Earthquake, DBE）および考え得る最大の地震動

（Maximum Considered Earthquake, MCE）に対応が可能であるとしている．日本の橋梁の

耐震設計に当てはめるならば，DBE はレベル 1 地震動，MCE はレベル 2 地震動となる．

変位の小さな地震の場合，摩擦係数の小さい内側のすべり面が摺動する．地震動が収束した

後，最終的な変位が内側のすべり面の範囲内であれば，そのすべり面の球面半径によって元

の位置に戻る方向に変位が生じる．変位が大きい地震の場合，最初に内側のすべり面が摺動

するが，すべり面の端部の変位制限にぶつかる．そこからさらに変位を生じると，外側のす

べり面が摺動し始める．外側のすべり面では摩擦係数の小さい下側のすべり面がすべり始

め，変位制限にぶつかると上側のすべり面が摺動し始める．このとき，摺動可能な変位はす

べてのすべり面の変位制限にぶつかるまでの変位の合計となる．地震動が収束した後，内側

のすべり面では元の位置に戻るが，外側のすべり面では必ずしも元の位置に戻るとは限ら

ず，残留変位を生じる． 

このように，トリプル球面すべり支承は DBE に対しては元の位置に戻ることが可能であ

り，一方で MCE に対しては無理に戻ろうとはせず残留変位を生じることで支承の破壊を防

ぐことができるとしている． 
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図-1. 12 トリプル球面すべり支承の荷重と変位の関係（図の出典：文献 15）） 

 

図-1. 13 トリプル球面すべり支承の荷重-変位関係（図の出典：文献 15）） 
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1.9 既往の研究（日本国内） 

日本国内では，兵庫県南部地震を契機に免震構造が広く普及するようになったが，そのほ

とんどが積層ゴム支承を用いた免震構造であった．その後，積層ゴム支承以外の免震装置の

開発が活発になり，すべり系の支承もその 1 つであった．すべり系支承は摩擦を用いた支

承として機能分離型支承の開発からスタートしており，すべりを担当する部材と復元を担

当する部材をそれぞれ別個に設計するというものであった．球面すべり支承は，すべり面を

球面として機能を一体化することで，構造や材料の単純化を可能にしている． 

 

（1）百田らの研究 

百田らは 2001 年にすべり面を上下に 2 つ有する球面すべり支承を用いた研究を行ってい

る 17）．この研究は建築構造物に対しての応答値を実測したものであるが，Constantinou ら

のものと異なるのはスライダーが関節構造を持たない部分である．このことにより，二つの

摺動界面で摩擦が不均等な場合にスライダーの上側部分と下側部分の回転角の差を吸収す

ることと，接触面の荷重を均等に分散させ、過度の摩耗を避けることができないとしている． 

 

（2）岡村らの研究 

岡村らは 2001 年から建築構造物に対してシングルおよびダブル球面すべり支承を用いた

研究として解析および実験を行っている 18）～21）．実験では 4 基の支承のうち 3 つのパター

ンを試験しており，鉛直荷重が均等になる場合と不均等になる場合（偏荷重時），鉛直荷重

が不均等かつ摩擦係数が不均等になる場合（偏摩擦時）に対する振動台実験を行っている．

その結果，偏荷重時には免震性能の低下はほとんど確認されず，偏摩擦時には構造物の回転

運動が見られ，免震性能の低下が確認されたものの，回転角が小さいことから十分な免震性

能があることがわかった．総合的には，予想される摩擦係数や上部構造荷重のばらつきや変

動による免震性能への影響は極めて小さいと結論付けている． 
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（3）竹内らの研究 

竹内らは 2015 年にダブル球面すべり支承を用いた模型実験を行っている 22）．その中で，

重量が偏心したり軸力が変動したりする場合には，支承部において浮き上がりが生じる可

能性があるのではないかということで実験を行った．実験では振動台を用いて 4 基の支承

に支持された構造物模型に対して錘の数を調整することで均等載荷と偏心載荷を行ってい

る．浮き上がりが生じた際，上沓とスライダーの間に 0.4～0.8mm の隙間が見られ，スライ

ダーの空走も確認されたが，水平応答に関してはその影響は小さく，免震効果自体はあまり

変化していないと結論付けている． 

 

（4）中村らの研究 

積層ゴム支承と比べて球面すべり支承は，長周期化が容易で周期のばらつきも小さく，限

界変形の拡大が容易であることから，中村らは NS-SSB を開発している 4）．NS-SSB の特徴

として，スライダーにかかる面圧を従来の 3 倍程度とすることで外形サイズをコンパクト

にしており，積層ゴム支承と比べて構造高が低く変形性能の高い支承となっている．PTFE-

ステンレスのすべり系では，スライダーの摺動に伴う面圧・速度・温度の変化によって摩擦

係数が変化することが知られており，これらに対して縮小モデル試験体を用いて実験を行

った．その結果，面圧依存性，速度依存性，温度依存性の３つについて，実験式を提案して

いる． 
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1.10 相似則について 

本研究では模型実験を行うが，想定している実橋梁に作用する荷重に対して模型に載荷

する荷重の比は妥当な数値でなければならない．例えば，模型の 1 辺の長さが実物の 10 分

の 1 であった場合，面積は 100 分の 1 であり，体積は 1000 分の 1 であることは明らかであ

るが，加速度や応力といった物理量についても検討する必要がある．過去の論文を参照する

と，模型実験や縮小実験を行う場合に「相似則」を用いて実現象との関連を説明することが

多い 23）24）．しかしながら，相似則の教科書のようなものは存在せず，相似則そのものを検

証した論文はほとんどない．その理由として，相似則は完璧な理論として成立せず，どこか

で矛盾が生じるためであると考える．ここでは，相似則について体系的に考察する． 

構造力学における相似則は，表-1. 3 のように時間・長さ・質量の 3 つの相似比を定義す

ることで，速度や力といった物理量は組立単位と同様に扱うことができる．表-1. 3 の相似

比(1)では，時間・長さ・質量の縮尺は独立しているため，任意の数 A，B，C が設定され，

残りの物理量は組立単位として，A，B，C の組み合わせで表現されている．これを計算し

やすくするため，相似比(2)ではスケールファクターとして変数 S，a，b，c を用いて A，B，

C を表現する． 
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表-1. 3 相似則 

物理量 次元(SI 単位) 相似比(1) 相似比(2) 備考 

時間 s 1/A 1/Sa A=Sa 

長さ m 1/B 1/Sb B=Sb 

質量 kg 1/C 1/Sc C=Sc 

速度 m/s A/B 1/S(b-a)  

加速度 m/s2 A2/B 1/S(b-2a)  

力 N=kg･m/s2 A2/BC 1/S(c+b-2a)  

応力 N/m2=kg/ms2 A2B/C 1/S(c-b-2a)  
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相似比を決定する a，b，c は任意であり，無限の組み合わせが存在する．例えば，表-1. 4

のように a=b=c=1 とした場合，時間・長さ・質量が同じ相似比 1/S となるが，加速度は S

倍，応力は S2 倍となる．これは，重力加速度が地球上の S 倍の環境下でヤング係数が通常

の鋼材の S2 倍の材料を使用して実験を行うということになり，地球上での実験は困難であ

ることを示している． 

 

表-1. 4 相似則（a=b=c=1 とした場合） 

物理量 次元(SI 単位) 相似比 備考 

時間 s 1/S a=1 

長さ m 1/S b=1 

質量 kg 1/S c=1 

速度 m/s 1/S0=1 b-a=0 

加速度 m/s2 1/S-1=S b-2a=-1 

力 N=kg･m/s2 1/S0=1 c+b-2a=0 

応力 N/m2=kg/m･s2 1/S-2=S2 c-b-2a=-2 
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構造工学分野の論文では， 遠藤ら 25），Constantinou ら 13），金治ら 26）の論文中において

相似則が示されている．表-1. 5～表-1. 7 に示すように，スケールファクター（S またはλ）

は異なるものの，共通の相似則が用いられており，時間を 1/S0.5，長さを 1/S，質量を 1/S2

としている． 

 

表-1. 5 遠藤らの相似則（出典：文献 25）） 
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表-1. 6 Constantinou らの相似則（出典：文献 13）） 

 
 
 

表-1. 7 金治らの相似則（出典：文献 26）） 
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遠藤ら 25），Constantinou ら 13），金治ら 26）の論文の傾向をまとめると表-1. 8 のように

a=0.5, b=1, c=2 とすることが良いと考えられているようである．この相似則を決定した根

拠については論文中で明確に触れられていないが，加速度や応力の次元において相似比が 1

となるために重力加速度や材料のヤング係数を変化させずに模型実験が可能であることと

思われる．これらの相似比に対して，論文毎に固有のスケールファクターS が与えられてい

る． 

 

表-1. 8 相似則（a=0.5,b=1,c=2 とした場合） 

物理量 次元(SI 単位) 相似比 備考 

時間 s 1/S0.5 a=0.5 

長さ m 1/S b=1 

質量 kg 1/S2 c=2 

速度 m/s 1/S0.5 b-a=0.5 

加速度 m/s2 1/S0=1 b-2a=0 

力 N=kg･m/s2 1/S2 c+b-2a=2 

応力 N/m2=kg/m･s2 1/S0=1 c-b-2a=0 
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相似則に従って，重力加速度や材料のヤング係数を同じくして完璧な実験が可能である

かのように見えるが，例えば表-1. 9 のように密度の相似比を計算すると S となる．つまり，

相似則に厳密に従うならば，ヤング係数は同じでも密度が S 倍の材料を用意しなくてはな

らないことになる． 

このように，全ての物理量を相似比通りにすることは難しく，着目する物理量のみをあわ

せる場合が多い．構造力学において密度の影響が大きいとは考えにくく，問題にならないと

されている．  

 

表-1. 9 相似則の一部（a=0.5,b=1,c=2 とした場合） 

物理量 次元(SI 単位) 相似比 備考 

時間 s 1/S0.5 a=0.5 

長さ m 1/S b=1 

質量 kg 1/S2 c=2 

密度 kg/m3 1/S-1=S c-3b=-1 
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可能性として，表-1. 3 の a，b，c の組み合わせにおいてすべてを満足する値が存在する

かもしれない．香川 27）は土の密度に着目していたため，表-1. 10 に示すような相似則を考

案し比較した． 

表-1. 10（a）の相似則 A は時間と長さを 1/λとしているため，加速度がλ倍となってい

る．これは，密度は等倍にはなるものの，重力加速度もλ倍が必要となるため，模型実験に

適さないとしている． 

表-1. 10（b）の相似則 B は表-1. 8 および表-1. 9 と同じ相似則であり，密度が等倍となら

ないため，密度を重視する土構造物の模型実験に適さないとしている． 

エラー! 参照元が見つかりません。（c）の相似則 C では，香川は密度と加速度がともに 1

となり，重力加速度と土質を変えることなく実験が可能としている．しかしながら，応力と

ひずみの関係が一致しないため，相似則が乱れることになるが，その影響は 10-2～10-1%

程度であるとして問題ないと結論づけている． 

表-1. 10（a）香川の相似則 A 
（出典：文献 27）） 

表-1. 10（b）香川の相似則 B 
（出典：文献 27）） 

  

 
表-1. 10（c）香川の相似則 C 

（出典：文献 27）） 
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本研究の 2 章～5 において用いる縮小模型の相似則について考察する．西本らの研究 28）

では球面すべり支承の実大試験体による実験を行っており，これをもとに表-1. 8 の相似則

を用いて比較する． 

本実験では，実構造に対する縮小率は約 1/11 とし，表-1. 11 に示す物理量のような相似

比を持つ．長さの相似比をスライダー直径と定義する．西本らのスライダー直径は 220mm

に対して，縮小模型のスライダー直径は 20mm となり，長さ（相似比：1/S）は 1/11 とな

る．球面半径は西本らの研究では 4500mm であるため，相似則に合わせるならば模型では

約 400mm となるが，後述する振動台性能と固有周期の関係から相似則通りとはせず，縮小

模型の球面半径を 2500mm とした． 

応力（相似比：1/S0）は 1/1 となり，実物と同じヤング係数の材料を用いることができ，

スライダーにかかる面圧を同じくすることができる．面圧が同じであることから，西本らの

摩擦係数の面圧依存式を適用することができる．西本らの研究では 15～120MPa の範囲で

実験を行っており，縮小模型では上載荷重を調整して 16MPa とすることとした． 

時間（相似比：1/S0.5）は 1/3.3 となり，西本らの研究における約 6 秒に対して縮小模型

では約 1.8 秒が要求される．振動台に入力する地震波においても，厳密に相似則に従うので

あれば，時間軸を 1/3.3 に縮小し，加速度を等倍で入力しなければならない．しかしながら，

道路橋示方書に示されているような地震動は最大加速度が 1000gal 近くになり，当研究室

所有の振動台のスペックでは再現が不可能である．そのため，地震動の再現ではなく，入力

波の振動特性と球面すべり支承の固有周期の関係に着目し，地震波の最大加速度を調整し，

なおかつ球面すべり支承の球面半径を 2500mm として実験を行うこととした． 
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表-1. 11 本実験に用いる相似則 

物理量 相似比 相似比 縮小模型 西本らの研究 28） 

時間 1/S0.5 1/3.3 固有周期 4.5s 固有周期 6.0s 

長さ 1/S 1/11 

スライダー 
直径 

20mm 
スライダー 

直径 
220mm 

球面半径 2500mm 球面半径 4500mm 

応力 1/S0 1 

ヤング係数
（鋼材） 

200kN/mm2 
ヤング係数

（鋼材） 
200kN/mm2 

面圧 16MPa 面圧 
15～

120MPa 
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2. 活荷重作用時における球面すべり支承の挙動検証実験 

 

2.1 はじめに 

球面すべり支承は，免震支承であるため，これまでに地震時に関する研究を中心に行われ

ているが 9）13）18）22），その他の設計荷重に対する検討はあまり行われていない．橋梁の支承

は上部構造からの荷重を確実に下部構造に伝達する機能を求められており，活荷重や温度

変化等による伸縮や回転に追随することによって，上部構造と下部構造の相対的な変位を

吸収し，適切に作動する必要がある．活荷重作用時においては支承部では回転や水平移動が

生じるが，支承部に高速で大きな変形が生じる地震時の挙動とは異なるため，常時の活荷重

作用によって，支承部にどのような現象が生じるか把握する必要がある．また，回転機構と

水平移動機構を有する支承として，ピボットローラー支承があるが，ピボットローラー支承

は回転部分とローラー部分が分かれているのに対して，球面すべり支承では，スライダーが

ローラーとヒンジの働きを併せ持っている． 

球面すべり支承のスライダーにはいくつか種類があり，本論文ではスライダーの形状に

よってシングル球面すべり支承およびダブル球面すべり支承という名称を与えている． 

シングル球面すべり支承では，スライダーの上下に球面半径の異なる面を有しており，それ

ぞれすべり面および回転機構に対応する．一方でダブル球面すべり支承では，上下に 2 つの

すべり面を有するため最大変位量が大きいが，回転機能に劣る特徴がある． 

活荷重が橋梁に作用した場合，桁のたわみに伴って，支承部には回転および水平変位が同

時に生じる．本章では，活荷重作用時における球面すべり支承の水平変位および回転といっ

た挙動を明らかにすることを目的として，シングル球面すべり支承およびダブル球面すべ

り支承を用いて実験を行った． 
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2.2 実験方法 

2.2.1 橋梁模型桁および球面すべり支承 

本実験では，実橋梁における活荷重による回転角を再現するために，2 基の球面すべり支

承で支持された梁試験体に対して，支間中央に集中荷重を載荷した． 

 

2.2.1(1)試験体概要 

実験に用いる球面すべり支承の詳細を図-2. 1 に示し，．図-2. 1（a），写真-2. 1 および写真

-2. 2 に示すシングル球面すべり支承はスライダー（材質 SS400）とコンケイブプレート（材

質 SUS304）およびヒンジプレート（材質 SUS304）から構成される．スライダーは上下に 2

つの凸型球面を有し，球面半径はそれぞれヒンジ部とすべり面に対応している．コンケイブ

プレートは球面半径 2500 mm の凹型面を有し，このコンケイブプレート上をすべり面とし

てスライダーは摺動する． 

図-2. 1（b），写真-2. 3 および写真-2. 4 にダブル球面すべり支承を示すが，こちらはコン

ケイブプレートがスライダーの上下面に配置される．2 つのコンケイブプレートは同じ球面

半径 2500 mm の凹型面を有し，スライダーは上下に対応する凸型球面を有する． 

すべり面に接するスライダーの表面には，PTFE 織物と接着性を高めた高強度繊維の二重織

物から成るすべり材を貼付した．ヒンジプレートは 30mm の凹型面を有しており，スライ

ダーのもう１つの凸型球面を拘束し，上部構造の回転に対応する．ヒンジ部には摩擦抵抗を

低減するために，スライダーと接する部分に液状潤滑油を塗布した． 

摩擦係数については解析概要で示すが，スライダーの PTFE とコンケイブプレート表面で

の摩擦係数は，要素実験より 0.04～0.05 程度であり，スライダーとヒンジプレート表面では

液状潤滑油を介した金属同士の摩擦係数として 0.01 程度と推定される．なお，スライダー

の直径は実橋梁を想定して，最大活荷重時にスライダーのすべり面に作用する面圧が

30N/mm2 程度となるように，直径 30mm と 35mm のものを用いた． 
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図-2. 1（a）シングル球面すべり支承 図-2. 1（b）ダブル球面すべり支承 

 
写真-2. 1 シングル球面すべり支承 

 

写真-2. 2 シングル球面すべり支承（設置状態）  

コンケイブプレート 

スライダー 

ヒンジプレート 

スライダー 

コンケイブプレート 

ヒンジプレート 
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写真-2. 3 ダブル球面すべり支承 

 

 

写真-2. 4 ダブル球面すべり支承（設置状態） 
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2.2.1(2)載荷方法 

実験装置模式図を図-2. 2 に示し，写真-2. 5 に載荷実験状況を示す．図-2. 2 はシングル球

面すべり支承の場合を示しているが，ダブル球面すべり支承も同様であり，計測項目もあわ

せて示している．梁試験体には H 形鋼を用いて，全長 4.5 m，支承の中心間距離は 4 m であ

る．梁試験体は 2 基の球面すべり支承で支持し，一方の支承を支承 A，もう一方を支承 B と

した．桁高の違いによるスライダーの水平変位への影響を調べるために，H 形鋼は 2 種類を

使用し，図-2. 3 に示すような梁試験体 1（H 200×200×8×12）と梁試験体 2（H 300×150×6.5×9）

とした．支間中央に集中荷重を載荷することで所定の回転角を生じさせた．所定の回転角と

は，2.2.2 で記載する支承の回転角であり，橋長 34m の一般的な道路橋の活荷重による支点

部の回転角を示す． 

載荷方法は繰り返し漸増載荷とし，図-2. 4 に示すような 20 kN，50 kN，100 kN の 3 つの

荷重サイクルで載荷した．20 kN 載荷は初期荷重，50 kN 載荷は活荷重作用時の回転角

(0.00465 rad)または許容たわみ時の回転角(0.00544 rad)が生じる荷重を概ね想定している．

100 kN は支間中央の H 形鋼下フランジが降伏する直前の荷重であり，設計荷重を大幅に超

える荷重状態である．また，試験体のセッティング後に予備実験を行い，セッティング時に

生じる初期配置のずれを調整した後に，本実験を行った． 

シングル球面すべり支承の場合，図-2. 5 に示すように，2 通りのコンケイブプレートの配

置が考えられる．コンケイブプレートの配置によってすべり面がスライダーの下になる場

合を CASE1，すべり面がスライダーの上になる場合を CASE2 とした．ダブル球面すべり支

承では，上下ともにコンケイブプレートの配置となる．以上の実験条件をまとめたものを表

2. 1 に示す． 
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図-2. 2 実験装置模式図 

 

 
写真-2. 5 載荷実験状況 
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図-2. 3 梁試験体（H 形鋼） 

 

 

図-2. 4 荷重サイクル 

 

 

図-2. 5 シングル球面すべり支承の配置ケース  
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表 2. 1 実験条件一覧 

 シングル球面すべり支承 ダブル球面すべり支承 

支承条件 

CASE1：すべり面が 
スライダーの下 

スライダーの上下ともに 
コンケイブプレート 

CASE2：すべり面が 
スライダーの上 

 

橋梁模型桁 
（H 鋼） 
および 
スライダー 

梁試験体 1：H-200x200（スライダー：直径 30mm） 
 
梁試験体 2：H-300x150（スライダー：直径 35mm） 

コ ン ケ イ ブ
プレート 

球面半径：R=2500mm 

載荷荷重 20kN・50kN・100kN 
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2.2.1(3)計測項目 

図-2. 2 に示したように，計測項目は，載荷荷重(P)，支点部の鉛直反力(R)，スライダーの

水平変位(SD)，上沓の水平変位(HD)，支点部の前後の梁の鉛直変位(VD1, VD2)である．変位

は，高感度変位計を用いて，支承を支えている横梁を不動点として，横梁からの相対変位と

してそれぞれ測定した．鉛直変位は支承部の回転角を求めるために計測し，H 鋼の下フラン

ジに変位計を各支承で 2 ヶ所ずつ設置し，支承の中心から，支間中央側に 200 mm の位置

（VD1）とその反対側に 200 mm の位置（VD2）で計測した．支点部の回転角 θ は式(2.1)から

算出した． 

 θ =  tan-1  VD2-VD1
400                             (2.1) 

図-2. 6 に支承周りの計測変位を示す．スライダー変位（摺動変位）は，CASE1 の場合に

は図-2. 6（a）に示すようにスライダーの水平変位 SD であるが，CASE2 の場合には図-2. 6

（b）に示すようにコンケイブプレートが回転するため，測定した変位を補正して求める必

要がある．図－4（c）に示すように CASE2 の SD’をスライダー変位とし，式（2.2）によっ

て求めた． 

SD’ = HD cos θ  + hs sin θ                                      (2.2) 

ここで，hs は上沓変位測定位置からスライダー中心までの高さである． 

 

 

（a）CASE1    （b）CASE2 

図-2. 6 スライダー変位（シングル球面すべり支承） 
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2.2.2 支承の回転角 

橋梁模型桁に対する静的載荷実験を行うにあたって，支点部の回転角の目標値として，実

際の橋梁に生じる回転角の算定を行った．本実験では，実橋梁で想定する回転角と同じ回転

角を再現し，そのときの球面すべり支承の挙動を検証することとした．図-2. 7 に示すよう

に，支間 34.0 m，幅員 12.5 m の 5 主桁非合成単純プレートガーダー橋を対象橋梁とした．

5 本の主桁のうち，最も大きい荷重を受ける中央の主桁に着目し，図-2. 8 および図-2. 9 の

ように道路橋示方書に規定されている B 活荷重を載荷した．支点部の回転角に着目してい

ることから，回転角が最も大きくなる活荷重載荷状況を把握するため，回転角に関する影響

線を求めた．その結果，図-2. 10 に示すように，着目している支承から 14.4 m の位置で回転

角が最大になるため，その位置を中心に橋軸方向 10.0 m の長さに 43.45 kN/m，それ以外の

部分に 11.27 kN/m の荷重を載荷した．なお，載荷荷重には衝撃係数 i = 0.238 を考慮してい

る．計算の結果，支点部の回転角は 0.00465 rad となった．また，活荷重によるたわみの許

容値は，道路橋示方書より，支間長 L = 34.0 m の場合，57.8 mm となるので，このたわみに

よる支点部の回転角は 0.00544 rad であった．球面すべり支承で支持された模型桁に対する

載荷実験では，これらの回転角を再現する．なお，道路橋示方書における支承移動量の計算

では，鋼橋において活荷重による支点の回転角を θ = 1/150（≒0.00667 rad）としており，本

実験での目標値に近い． 
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図-2. 7 5 主桁非合成単純プレートガーダー橋 

 

 

 

図-2. 8  B 活荷重 
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図-2. 9 中央主桁に着目した B 活荷重載荷状況 

 

 
図-2. 10 回転角の影響線  
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2.3 実験結果 

2.3.1 載荷荷重とたわみの関係 

載荷荷重とたわみの関係を図-2. 11 に示す．図-2. 11（a）は梁試験体 1 におけるシングル

球面すべり支承およびダブル球面すべり支承の結果を示している．図-2. 11（b）は梁試験体

2 におけるシングル球面すべり支承およびダブル球面すべり支承の結果を示している．それ

ぞれの実験結果に加えて，梁のたわみの理論値も併せて示す．理論値は式（2.3）から求め

た． 

 =  
                （2.3） 

ここで，δV は梁のたわみ，P は載荷荷重，L は支間長，E はヤング係数，I は梁の断面二次

モーメントである． 

梁試験体 1 および梁試験体 2 の結果を見ると，すべて直線形状を示しており，理論式の

ようにたわみは荷重と比例関係にあることがわかる．理論値と比較すると，荷重 100 kN の

時点で実験結果のたわみは理論値よりも 10 %程度大きいことがわかるが，概ね一致してい

ると言える． 

 

 

（a）梁試験体 1    （b）梁試験体 2 

図-2. 11 たわみ-荷重関係 
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2.3.2 載荷荷重と回転角の関係 

載荷荷重と回転角の関係を図-2. 12～図-2. 14 に示す．図-2. 12 および図-2. 13 はシング

ル球面すべり支承，図-2. 14 はダブル球面すべり支承の結果を示している． 

図-2. 12 および図-2. 14（a）は梁試験体 1 の結果を示し，図-2. 13 および図-2. 14（b）は梁

試験体 2 の結果を示す． 

図-2. 12（a）および図-2. 13（a）はシングル球面すべり支承 CASE1 の結果を示し，図-2. 

12（b）および図-2. 13（b）はシングル球面すべり支承 CASE2 の結果を示す． 

縦軸は載荷荷重(kN)，横軸は回転角(rad)を示す．赤線と青線はそれぞれ支点 A と支点 B を

示し，黒線は両者の平均である．橙色の破線は単純梁における回転角の理論値を示し，式

(2.4)から計算した． 

θ = 
P  
16EI                     (2.4) 

ここで，L は支間長，E は梁のヤング係数，I は梁の断面二次モーメントである． 

 

すべての結果において，載荷荷重と回転角の関係は線形に近い関係であった．図-2. 12（a）

のシングル球面すべり支承 CASE1 では，載荷荷重 100 kN では平均回転角は 0.0114 rad であ

り理論値の 0.0107 rad と近い値になった．図-2. 12（b）のシングル球面すべり支承 CASE2

では，載荷荷重 100 kN では，平均回転角は 0.0122 rad，理論値は 0.0104 rad と理論値の方が

17 %程度小さかった． 

梁試験体 2 においても同様の傾向であり，図-2. 13（a）シングル球面すべり支承 CASE1

では載荷荷重 100 kN で平均回転角は 0.0077 rad であり，理論値に近い値であった． 

図-2. 13（b）の載荷荷重 100 kN では，平均回転角は 0.0079 rad，理論値は 0.0070 rad と理論

値の方が 13 %程度小さかった． 

ダブル球面すべり支承については，図-2. 14（a）の梁試験体 1 では載荷荷重 100 kN で平

均回転角は 0.0105 rad であり，理論値に近い値であった．図-2. 14（b）の梁試験体 2 では載

荷荷重 100 kN で 0.0068 rad と，こちらも理論値に近い値であった． 
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（a）CASE1    （b）CASE2 

図-2. 12 荷重-回転角（梁試験体 1，シングル球面すべり支承） 

 
（a）CASE1    （b）CASE2 

図-2. 13 荷重-回転角（梁試験体 2，シングル球面すべり支承） 

 
（a）梁試験体 1    （b）梁試験体 2 

図-2. 14 荷重-回転角（梁試験体 1，ダブル球面すべり支承） 
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2.3.3 回転角とスライダー変位の関係 

回転角～スライダー変位関係を，それぞれ図-2. 15～図-2. 18 に示す．縦軸は支点部の回

転角(rad)，横軸はスライダー変位(mm)である．なお，スライダー変位は支承 A，B の支点外

側への変位を正とした．支点 A の結果を赤線，支点 B を青線，両者の平均を黒線で示す．

図-2. 15（a）には例としてスライダー変位の履歴を赤矢印①～③で示しており，①は載荷時，

②と③は除荷時を示す．さらに，図中には，活荷重作用時の回転角である 0.00465 rad，たわ

みの許容値に達する時の回転角である 0.00544 rad もあわせて示す．緑線は道路橋示方書に

基づく支承の移動量の理論値であり，以下の式(2.5)によって求めた． 

                                                                        (2.5) 

ここで，ΔLr は支承の移動量，h は桁の中立軸から支承の回転中心までの距離，θは支承の

回転角である．すべての結果において，実験値と理論値は異なる数値を示しており，実験値

は折れ線を伴う履歴を示すのに対して，理論値は直線状の履歴を示している．このことは，

後述する下沓そのものの変位が関係していると思われ，本実験で測定したスライダー変位

とは必ずしも一致しないと考える． 

まず，図-2. 15（a）の梁試験体 1 のシングル球面すべり支承 CASE1 の 100 kN までの載荷

について確認する．支点 A および支点 B の回転角～スライダー変位関係は同じような挙動

を示しており，回転角が約 0.005 rad までは，スライダー変位は小さく，その後，スライダ

ーが動き出し，荷重が 100 kN のときに回転角は平均 0.0115 rad 程度であった．荷重除荷時

には，始めはスライダーが静止したまま回転角が減少し，回転角が約 0.005 rad 戻った後，

スライダーが動きだし，回転角がゼロになった時点でスライダーは載荷前の位置に戻った． 

一方，図-2. 15（b）に示す梁試験体 1 のシングル球面すべり支承 CASE2 では，支点 A の履

歴曲線は比較的 CASE1 に近いが，支点 B では，スライダーは変位していない．また，支点

A と支点 B の平均値について確認すると，最大スライダー変位は CASE1 が 1.3 mm，CASE2

が 0.4 mm と，コンケイブプレートが上にある場合の変位は，下にある場合の 3 割程度であ

った． 

次に，図-2. 16（a）の梁試験体 2 のシングル球面すべり支承 CASE1 について確認する．

図-2. 15 の梁試験体 1 と比較すると，同じ回転角での支点 A と支点 B 間のスライダー変位

の差は梁試験体 2 のシングル球面すべり支承 CASE1 の方が大きいが，履歴曲線の形状は類
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似している．また，図-2. 16（b）の梁試験体 2 のシングル球面すべり支承 CASE2 について

は，図-2. 15（b）に示す梁試験体 1 と同様に支点 B のスライダーは動かず，支点 A のみが

変位している．支点 A と支点 B の平均値について確認すると，最大スライダー変位は CASE1

が 1.0 mm，CASE2 が 0.8 mm と，コンケイブプレートが上にある場合の変位は，下にある

場合の 8 割程度であり，梁試験体 1 と同様に，コンケイブプレートが上にある場合の方が，

スライダー変位は小さかった．さらに，梁試験体 2 のシングル球面すべり支承 CASE2 の支

点 A は載荷開始からスライダーが変位し始め，履歴曲線は三角形に近い形状であった．梁

試験体 1 と 2 の CASE2 において支承 B はほとんど変位していないが，これは，後述する下

沓に働く水平反力は CASE2 の方が CASE1 よりも大きく，支承を支える横梁の変位が結果

として大きいことが原因ではないかと推察される．なお，１つの載荷実験の中で，支点 A お

よび支点 B は必ずしも同じ挙動を示してはいない．これは，支承の置かれた状況や摩擦係

数のわずかな差によって生じていると推察される．また，支点 A と支点 B が同じように挙

動すると仮定した平均の値は，支承の一般的な挙動を把握するためには重要であるが，実際

には本実験で確認されたように，支点 A と支点 B が異なる挙動を示すことがあるので，設

計する際には留意する必要がある． 

シングル球面すべり支承とダブル球面すべり支承の比較を図-2. 18 に示す．図-2. 18（a）

では梁試験体 1 の結果を，図-2. 18（b）では梁試験体 2 の結果を示す．図中の結果はすべて

支承 A および支承 B の平均値を示しており，赤線はシングル球面すべり支承 CASE1，青線

はシングル球面すべり支承 CASE2，黒線はダブル球面すべり支承，緑線は理論値を示して

いる．梁試験体 1 および梁試験体 2 の両方において理論値に最も近いのはダブル球面すべ

り支承であり，反対に理論値に最も遠いのはシングル球面すべり支承 CASE2 であった．こ

のことは下沓に作用する摩擦力や水平反力が横梁の変位に影響した結果であり，ダブル球

面すべり支承では下沓に作用する摩擦力および水平反力はシングル球面すべり支承よりも

小さいと考えられる．  
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（a）CASE1    （b）CASE2 

図-2. 15 回転角-スライダー変位関係 

（梁試験体 1，シングル球面すべり支承） 

 

 

 
図-2. 16（a）CASE1    図-2. 16（b）CASE2 

図-2. 16 回転角-スライダー変位関係 

（梁試験体 2，シングル球面すべり支承） 
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（a）梁試験体 1    （b）梁試験体 2 

図-2. 17 回転角-スライダー変位関係 

（ダブル球面すべり支承） 

 

 

 
（a）梁試験体 1    （b）梁試験体 2 

図-2. 18 回転角-スライダー変位関係 

（シングル-ダブル比較） 

  

0 1 2 30

0.005

0.01

Displacement of slider (mm)

D
ef

le
ct

io
n 

an
gl

e 
(r

ad
) 

Bearing A
Bearing B
Average

Theoretical value

0.00544rad

0.00465rad

Double SSB 
Beam1

0 1 2 30

0.005

0.01

Displacement of slider (mm)

D
ef

le
ct

io
n 

an
gl

e 
(r

ad
) 

Bearing A
Bearing B
Average

Theoretical value

0.00544rad

0.00465rad

Double SSB 
Beam2

0 1 2
0.000

0.005

0.010

0.015

Displacement of slider (mm)

D
ef

le
ct

io
n 

an
gl

e 
(ra

d)

Single SSB CASE1
Single SSB CASE2 Theoretical

Beam1

Double SSB

0 1 2
0.000

0.005

0.010

0.015

Displacement of slider (mm)

D
ef

le
ct

io
n 

an
gl

e 
(ra

d)

Single SSB CASE1
Single SSB CASE2 Theoretical

Beam2

Double SSB

49



2.4 球面すべり支承の下沓の変位について 

計測項目のところで述べたが，スライダー変位も含めた支承周りの変位は，写真-2. 6 お

よび写真-2. 7 に示すように支承を支えている横梁を不動点として，横梁を基準とした計測

を行っている．また，載荷中における支承の動きを撮影するために，ビデオカメラをこの横

梁上に設置した．実験後に早送りで載荷の様子を再生したところ，背景が微小量動いている

ことが確認でき，カメラは実験中にスライダーと同じ方向に動いていることが確認された．

このことは，本来ならば図-2. 19 のように不動点とした横梁が，図-2. 20 のような載荷によ

って変位を生じていたことを示している． 

この横梁は H-300×150×6.5×9 の形鋼を用いており，更にはフランジに鋼板を重ねて溶

接し，ウェブには垂直のリブが取り付けられている．しかしながら，形鋼のねじりに対する

剛性を確保するためには箱型の断面が必要であり，このことが，横梁にねじり変形を生じた

と考えている．また，梁試験体 1 とは梁試験体 2 を取り替えて実験を行う際には，高さ調整

のために写真-2. 6 のような鋼材を配置していたため，実験毎に下沓の置かれていた条件は

少しずつ異なるということも考えられる． 

図-2. 21 のように，下沓（横梁）に変位δが生じたとすると，梁試験体のたわみによる支

承の移動量ΔLr は変わらず，スライダーの変位 SD が減少すると考えられる．支承の移動量

ΔLr は SD とδの和であり，以下の式(2.6)で表される． 

                  (2.6) 

横梁の変位はスライダーの摩擦力が下沓に作用した結果であると考えられ，実際の橋梁に

おいては橋脚頂部の変位が影響するため，検証が必要である．後の章では FEM 解析を行う

が，FEM 解析においてはこの仮説の検証を行う．  
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写真-2. 6 実験状況（梁試験体 1，横梁周辺） 

 

 

写真-2. 7 実験状況（梁試験体 2，横梁周辺） 
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図-2. 19 実験装置模式図（本来の想定） 

 

 

 
図-2. 20 実験装置模式図（実際の挙動） 

 

ΔLr

δδSD

Displacement of Lower Plate
 

図-2. 21 下沓に変位が生じた際の変位量の関係 
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2.5 まとめ 

本章では，球面すべり支承の活荷重作用時の挙動を明らかにするため，橋梁模型桁を用い

た実験を行った．球面すべり支承にはシングル球面すべり支承とダブル球面すべり支承の

２種類を用いた．また，シングル球面すべり支承では，すべり面をスライダーの下に配置し

た場合とスライダーの上に配置した場合の 2 通りとした．本章を通して得られた知見を以

下に示す． 

 

1．すべての実験結果において，載荷荷重に対するたわみおよび回転角は理論値に近いもの

であったが，スライダーの変位は理論値と異なった．これは，スライダーの摩擦力が作用し

た結果，下沓を設置していた載荷装置の横梁の変形によるものと思われる．このことは，実

際の橋梁においては橋脚頂部の変位が影響すると考えられ，検証が必要である． 

 

2．シングル球面すべり支承の CASE1 では，両方の支点にすべりが生じていたが，CASE2

ではスライダーの変位が生じないか，生じたとしても CASE1 よりも小さくなる傾向が見ら

れた．これは，下沓に働く水平反力は CASE2 の方が CASE1 よりも大きく，支承を支える

横梁の変位が結果として大きいことが原因ではないかと推察される． 

 

3．シングル球面すべり支承およびダブル球面すべり支承を比較すると，下沓に作用する摩

擦力や水平反力は，ダブル球面すべり支承のほうがシングル球面すべり支承よりも小さい

と考えられる． 
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3. 活荷重を想定した静的載荷実験に対する再現解析 

 

3.1 はじめに 

前章の実験では，球面すべり支承のスライダーによる摩擦が下沓に作用した結果，下沓に

変位を生じている可能性が示唆された．しかしながら，実験において摺動するスライダーの

摩擦力を直接的に測定することは困難である．そこで，前章の実験を基に，球面すべり支承

の挙動や応力状態を調査するため，FEM 解析を行うこととした． 

FEM とは，Finite Element Method の略であり，日本語では有限要素法と呼ばれる数値解

析手法の一つである．構造力学分野においては微分方程式を解くことが難しい事象に対し

て，FEM によって近似解を数値的に得ることを可能としている．FEM では構造物を微小に

分割した有限の要素を扱っており，すべての要素に対して応力状態が計算される．FEM 解

析を行うことにより，通常の実験では測定困難な箇所の変位や応力状態を得ることが可能

になる．本章では，FEM 解析によって球面すべり支承の活荷重載荷時におけるスライダー

の摩擦力や応力状態，さらには下沓に作用する反力等を調査することを目的とした． 

FEM 解析を行うにあたって，解析プログラムとして Abaqus29）を用いた．Abaqus は構造

物の変形や摩擦等の接触を扱うことに優れており，金属をはじめとした様々な材料に対応

している． 
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3.2 解析方法 

3.2.1 解析モデル 

本解析では 2 次元 FEM を採用し，すべての部材をシェル要素で表現することとした．図

-3. 1 に梁試験体の解析モデルの概要を示す．梁の支間方向（X 軸）と鉛直方向（Y 軸）を平

面とするシェル要素を定義し，フランジの幅方向（Z 軸）についてはシェル要素に厚みを持

たせた．また，スパン中央における構造の対称性を考慮した境界条件を利用して，梁試験体

の 1/2 をモデル化することとした． 

本解析モデルでは，H 形鋼梁の上下フランジ，ウェブ，支承の上下プレートおよびスライ

ダーのすべてにシェル要素を使用した．図-3. 2 のように梁試験体の寸法に合わせ，上下フ

ランジは幅を考慮してシェル要素の厚みを与え，ウェブ厚にはシェル要素の厚みを与えた．

梁試験体について設定したシェル要素の詳細を表-3. 1 に示す．また，コンケイブプレート

は有効幅を考慮して，シェル要素の厚みを 60 mm とした． 

図-3. 3 に示すように，スライダーは高さ方向に 3 分割し，それぞれの要素において断面

積が等しくなるように幅を 8 分割し，各要素における奥行長さの平均をそれぞれのシェル

要素の厚みと設定した．なお，この設定でメッシュ分割を変えて複数のケースで解析を行っ

たが，後に考察するスライダーの応力状態に大きな違いは見られなかった．スパン中央の境

界条件は，水平変位と回転を固定し，鉛直変位は自由とした．鋼材の材料特性は，ヤング係

数 205 kN/mm2，ポアソン比 0.3 を用いた線形型の応力～ひずみ関係とした． 

前章の実験では，載荷中に下沓が微小量動いていたことが確認されたため，この現象を再

現するために，下沓の挙動を FEM 内で再現する必要があった．実際の横梁をモデルとして

FEM で再現することが最善策ではあるが，形鋼に多数の鋼板を溶接した構造であるため，

精確な形状の再現が難しいと判断した．その後，下沓が可動することと，水平変位に対して

ある程度の抵抗を示すモデルがあれば良いと考え，図-3. 4 に示すような下沓のモデルとし

た．このモデルでは，下沓の水平方向に仮想ばねを取り付け，下沓の水平変位を δ として

いる．下沓の下面の境界条件は，水平変位を自由とし，鉛直変位と回転を固定とした．仮想

ばねのばね定数 k0 は横梁の剛性に依存するが，計測を行っていないため k0 = 1 ～

100 kN/mm の範囲で変化させ解析を行った． 

解析に用いた鋼材の物性値はヤング係数 205 GPa，ポアソン比 0.3 の線形型の応力―ひ

ずみ関係を用いた．また，実験ではスライダーのひずみ等は計測していないが，スライダー
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の応力状態の把握は極めて重要である．そこで，本解析では，スライダーは図-3. 5 に示す

ような完全弾塑性型の応力―ひずみ関係を用い，降伏応力は載荷試験で用いたスライダー

の材質(SS400) を参考にして 300 N/mm2 とした． 

荷重の載荷方法は前章の実験と同じ繰り返し漸増載荷とし，1/2 モデルであるため図-3. 6

に示す片側の支承反力である 10 kN，25 kN，50 kN までの荷重サイクルで載荷した． 

スライダーとコンケイブプレートの上下の位置関係は前章と同様に，CASE1 および CASE2

の 2 種類とし，スライダーの下にコンケイブプレートを配置する場合を CASE1 とし，スラ

イダーの上にコンケイブプレートを配置する場合を CASE2 とした． 

各種変位の測定は前章の実験に下沓の変位の測定を加えた．梁試験体の傾きを計算する

ための VD1VD2 は支点から前後に 200 mm 位置の下フランジ節点とし，スライダー変位

SD はスライダー中心の節点の水平変位とした．本章では新たに下沓の変位を測定するため

に CASE1 ではコンケイブプレート，CASE2 ではヒンジプレートの中心位置の水平変位を

δとして測定した． 
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図-3. 1 解析モデル概要図 
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図-3. 2 梁試験体のシェル要素 
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表-3. 1 梁試験体のシェル要素詳細 

 

 
図-3. 3 スライダーのモデル化 

 

 

 
図-3. 4 支承部の模式図 

 

 

 梁試験体 1 

H-200×200×8×12 

梁試験体 2 

H-300×150×6.5×9 

フランジ幅 B 200mm 300mm 

ウェブ厚 tw 8mm 6.5mm 

H1 12mm 9mm 

H2 176mm 282mm 
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図-3. 5 スライダーの応力―ひずみ関係 
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図-3. 7 変位の測定  
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3.2.2 摩擦係数 

シングル球面すべり支承の場合，スライダーにはヒンジ部とコンケイブプレートに接す

る部分の 2 つの接触面が存在する．摩擦モデルについては，接触面の相互作用特性として，

接触接線方向にペナルティ法を適用し，接触方向においては圧縮時に剛接触，引張時には浮

き上がりを許した．ヒンジ部に接する面では，液状潤滑油を介した金属同士の摩擦係数とし

て μ = 0.01 を用いた．コンケイブプレートに接触する面での摩擦係数 μ は西本ら 28）が提

案した球面すべり支承の摩擦係数に関する面圧依存式をもとに，式(3.1)および式(3.2)から

算出した． 

                      (3.1) 

   .   +0.02              (3.2) 

ここで，σはスライダーの面圧（N/mm2）であり，γ は面圧補正係数である．μ0 は基準の

動摩擦係数（= 0.047）であり，σ=60 N/mm2 における動摩擦係数である．なお，式(3.1)，

(3.2)で示される摩擦係数は，本実験で使用した球面すべり支承と同じタイプの支承を用い

て実験から求めた式である． 

図-3. 8 に面圧と摩擦係数の関係を示す．面圧依存式の曲線は面圧が上がるにつれて摩擦

係数が低下し，σ=10 N/mm2 以下では急変化し，σ=60 N/mm2 において基準動摩擦係数の

μ 0=0.047 を示している．本研究の実験および解析では，最大活荷重時にσ=30 N/mm2 程

度となるため，動摩擦係数としてμ=0.05 程度を示すことが予想される．また，球面すべり

支承の摩擦係数は，面圧依存式の他に速度依存式および温度依存式が知られているが，本実

験の範囲ではスライダーの変位速度は遅く，摩擦熱が生じるようなものではないため，ここ

では面圧依存式のみを扱うこととした． 
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図-3. 8 面圧と摩擦係数の関係  
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3.3 解析結果 

3.3.1 回転角～スライダー変位関係 

回転角～スライダー変位関係の FEM 解析結果と実験結果の比較を梁試験体 1，2 につい

て，図-3. 9～図-3. 11 に示す． 

図-3. 9 および図-3. 11（a）は梁試験体 1 の結果を示し，図-3. 10 および図-3. 11（b）は

梁試験体 2 の結果を示す．図-3. 9（a）および図-3. 10（a）はシングル球面すべり支承にお

ける CASE1 を示し，図-3. 9（b）および図-3. 10（b）はシングル球面すべり支承における

CASE2 を示す．縦軸は支点部の回転角(rad)，横軸はスライダー変位(mm)を示す．解析結

果は，仮想ばねのばね定数 k0 = 1～100 kN/mm を用いた場合を示している．比較対称とし

て，前章の実験結果の支承 A および B の平均値を示す．図-3. 9（a）には例としてスライダ

ー変位の履歴を赤矢印①～③で示しており，①は載荷時，②および③は除荷時を示す． 

図-3. 9（a）において，ばね定数が最も小さい k0 = 1 kN/mm の場合には，スライダーの

変位は 0 のままで回転角が生じており，下沓のみが変位することが確認された．これは，ス

ライダーとコンケイブプレートの静摩擦によって下沓の変位が生じていると考えられる．

反対にばね定数が最も大きい k0 = 100 kN/mm の場合には，下沓は変位せずスライダーのみ

が変位することが確認されており，回転角とスライダーの変位関係はほぼ直線的であった．

下沓が完全固定されている場合には理論値通りの挙動を示していることがわかる．ばね定

数が中間的な値となる k0 = 2.5～10 kN/mm の場合には，スライダー変位が生じ，さらに下

沓も変位している状態が確認され，ばね定数が大きくなるにつれてスライダーの最大変位

が大きくなるという傾向であった．また，②の除荷時には，回転角が最大になった後，荷重

の除荷し始めはスライダーが変位しない状態で回転角が減少しており，実験結果および解

析結果で同じ現象が確認できる． 

図-3. 9（b）は CASE2 を示し，ばね定数が k0 = 2.5 kN/mm の場合において載荷時に曲線

的に変位が生じており，実験結果でも同様である．このことから，すべり面がスライダーの

上にあるため，支点部の回転に伴ってすべり面が傾くことによると考えられる． 

図-3. 10 は梁試験体 2 の結果を示し，図-3. 9 の梁試験体 1 と同様の傾向が見られる． 

図-3. 11 はダブル球面すべり支承の結果を示すが，シングル球面すべり支承の結果と同様の

傾向が見られた． 
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以上のことから，実験で用いた球面すべり支承において，2 つの状態が混在していたことが

考えられる．1 つ目はスライダーのすべりが生じないまま，スライダーとコンケイブプレー

トの静摩擦によって下沓に変位が生じていた状態であり，2 つ目はスライダーの滑りが生じ，

さらにスライダーとコンケイブプレートの動摩擦によって下沓も変位する状態である． 

実験結果との比較から，実験に用いた横梁の剛性を再現するばね定数は，シングル球面す

べり支承において図-3. 9（a），図-3. 10（a），図-3. 10（b）では k0 = 2.5～5 kN/mm の間で

あり，図-3. 9（b）では k0 = 1～2.5 kN/mm の間であったことが推測できる．また，ダブル

球面すべり支承では k0 = 10 kN/mm 程度であったことが推測できる． 

実験結果を見ると，図-3. 9（a），図-3. 9（b），図-3. 10（a）では，①の載荷時において回

転角が小さい範囲においてスライダーの変位が生じない現象が生じており，荷重の載荷を

始めてすぐは静摩擦等によりすべりが生じにくいものと考えられるが，解析においてはこ

のような現象は見られなかった． 
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図-3. 9（a）CASE1   図-3. 9（b）CASE2 

図-3. 9 回転角-スライダー変位関係（梁試験体 1，シングル球面すべり支承） 

 

 
図-3. 10（a）CASE1   図-3. 10（b）CASE2 

図-3. 10 回転角-スライダー変位関係（梁試験体 2，シングル球面すべり支承） 

 

 
図-3. 11（a）梁試験体 1   図-3. 11（b）梁試験体 2 

図-3. 11 回転角-スライダー変位関係（ダブル球面すべり支承） 
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以上の結果から，仮想ばねと下沓の変位の関係は図-3. 12 のような状態にあると考えら

れ，仮想ばねのばね定数によってスライダーのすべり量に影響を及ぼしていることがわか

る． 

まず，ばね定数が小さい場合（k0=1 kN/mm），スライダーにすべりは生じず，摩擦力に

よって下沓に変位が生じる．このとき，支点の移動量は下沓の変位量に相当する． 

次に，ばね定数が中程度の場合（k0=2.5～10 kN/mm），スライダーのすべりが発生し，なお

かつ下沓の変位が生じる．このとき，支点の移動量はスライダーのすべり変位と下沓の変位

量の和に相当する． 

最後に，ばね定数が大きい場合（k0=100 kN/mm），下沓の変位は生じず，スライダーの

すべりのみが生じる．このとき，支点の移動量はスライダーのすべり変位に相当する． 

このように，桁のたわみによる支点の総変位量はばね定数に関わらず同じであるものの，

ばね定数が大きくなると下沓の変位が減少し，反対にスライダーのすべり量が増大する．前

章の実験では，スライダーのすべりと下沓の変位が併発している状態であったと推測する．

また，梁試験体のセッティング毎に支承の設置状態によって横梁の剛性が変化し，その結果

として下沓の変位に影響していたと考える． 

 

k0=1kN/mm

k0=2.5～10kN/mm

k0=100kN/mm

SD

SD δ

δ

 

図-3. 12 仮想ばねと下沓の変位の関係  
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3.4 シングル球面すべり支承の挙動考察 

3.4.1 下沓変位～スライダー変位関係 

図-3. 13 に下沓変位とスライダー変位の模式図を示す．下沓が固定されている場合は，図

-3. 13(a)に示すようにたわみによる支点移動量 Δlr はスライダー変位と一致する．しかし

ながら，今回の実験で確認されたように下沓が動く場合，図-3. 13（b）に示すように支点移

動量 Δlr は下沓変位 δ とスライダー変位 SD の和となる． 

図-3. 14 に回転角～下沓変位およびスライダー変位関係の FEM 解析結果を示す．縦軸は

回転角(rad)，横軸は変位(mm)であり，結果は梁試験体 1，シングル球面すべり支承 CASE1

のもので，解析において下沓に取り付けた仮想ばね定数は k0 = 5 kN/mm を用いている．赤

線はスライダー変位 SD，青線は下沓変位 δ，緑線は支点移動量 Δlr であり，実線は載荷

中，点線は除荷中の履歴を示し，図中の矢印①～③の方向にそれぞれの変位が生じているこ

とを示している．載荷を始めると，①のようにスライダー変位と下沓変位は同時に増加しな

がら支点の移動が生じる．100 kN 載荷時に回転角が 0.0110 rad に達したとき，下沓の変位

は 0.5 mm であり，スライダー変位 1.5 mm と合わせると支点の移動量 2.0 mm に等しい．

除荷時には②のように桁のたわみの減少に伴って回転角が減少するため，支点は原点に戻

る方向に移動し始めるが，スライダー変位は変化せず，下沓変位のみが減少する．このとき，

下沓にはスライダーからの摩擦力が元の位置に戻る方向に作用し，原点を通り越して-

0.3 mm まで，マイナス側に変位している．これは，荷重の除荷とともに摩擦力は減少し，

その摩擦力と仮想ばねの大きさとの関係によって生じている．最後に，③のようにスライダ

ーと下沓が原点にそれぞれ向かって変位する． 

以上をまとめると，桁のたわみに伴って支承が約 2 mm 変位する際に，下沓の変位が

0.5 mm 生じた結果，スライダーのすべり変位が 1.5 mm となったことが考えられる．割合

にすると，本来の支承移動量の 25%が下沓の移動として吸収され，スライダーの滑る量が

減少したことになる．しかしながら，0.5 mm という長さは非常に小さく，前章の実験では

0 kN の状態から 100 kN 載荷するまでに 10 分程度の時間がかかっていたため，下沓に変位

が生じていることを肉眼で認識することは難しいと思われる． 

 

  

66



   

図-3. 13（a）下沓固定の場合   図-3. 13（b）下沓可動の場合 

図-3. 13 下沓とスライダー変位関係の模式図 

 

 

図-3. 14 回転角～下沓変位およびスライダー変位関係 

（試験体 1-CASE1，k0 = 5 kN/mm） 
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3.4.2 支承部の力のつり合い 

CASE1 と CASE2 ではスライダーとコンケイブプレートの上下位置が異なるため，上部

構造から下部構造への力の伝達機構に違いが生じる．支承部における力のつり合いを図-3. 

15 に示す．すべり面を平面と仮定して，下沓に働く水平反力について考察する． 

CASE1 の場合にはすべり面が下に位置するため，図-3. 15(a)に示すように回転角が生じ

てもすべり面が回転しないため，下沓に働く水平反力 H は摩擦力 F’に等しく，式(3.3)から

求まる． 

H                                                                    (3.3) 

ここで，N は支承部に作用する垂直抗力で，図中の鉛直荷重 W に等しい，μ は式(3.1)より

求めた面圧の影響を考慮した摩擦係数である． 

CASE2 の場合にはすべり面が上に位置するため，図-3. 15(b)のように桁のたわみによっ

てすべり面に傾きが生じる．その結果，垂直抗力 N は Wcosθ に等しく，下沓に働く水平

反力 H は摩擦力 F’（=μ×N）と垂直抗力 N の水平成分の和となるため式(3.4)から求まる． 

H                                             (3.4) 

 

 

N=W

F

H=F'=μ×N

W

θ

W

F'=μ×N

Wcosθ

Nsinθ

F'cosθ

θ

N=Wcosθ

F

 
図-3. 15（a）CASE1   図-3. 15（b）CASE2 

図-3. 15 下沓が受ける水平反力 (載荷時) 
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図-3. 16 に式(3.3)および(3.4)で求めた水平反力と FEM 解析結果の比較を試験体 1 につ

いて示す．縦軸は載荷荷重(kN)で，横軸は水平反力(kN)である．図中の直線は式(3.3)およ

び式(3.4)で求めた水平反力の理論値であり，丸点は FEM による水平反力の解析値である．

解析結果は仮想ばねに作用する力で，下沓固定を想定してばね定数は k0 = 100 kN/mm を

用いている．CASE1 と CASE2 ともに解析値と理論値がほぼ一致している．載荷荷重 100 kN

において比較すると，下沓に働く水平反力は CASE1 と CASE2 でそれぞれ 2.3 kN，2.9 kN

となり，コンケイブプレートが上に位置する CASE2 の方が 3 割程度大きい．また，CASE1

では直線的であるのに対して，CASE2 では曲線的であることから，これらの違いは，すべ

り面が傾くことによって生じていると考えられる． 

 

 

図-3. 16 荷重～水平反力の関係 (試験体 1,載荷時) 
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3.4.3 スライダーの応力状態 

活荷重作用時に相当する回転角において，スライダーの応力を確認する．試験体 1-CASE1

における活荷重作用時(50 kN)でのスライダーのミーゼス応力コンター図を図-3. 17 に示す．

ミーゼス応力は最大でも 120 N/mm2 程度であり，SS400 の降伏応力約 250 N/mm2 を超え

る応力は生じていない．従って，シングル球面すべり支承はヒンジ構造があるため，活荷重

によって生じる回転と水平変位に対してスライダーに大きな応力が生じることなく，活荷

重作用時の挙動に追随が可能であることが確認された． 

 

 

 
図-3. 17 活荷重作用時のスライダーの応力状態 

(ミーゼス応力，単位：N/mm2) 
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3.5 ダブル球面すべり支承の挙動考察 

3.5.1 支承部の力のつり合い 

スライダーとコンケイブプレートの接触面は球面であるが，摩擦力を計算するための代

表箇所としてスライダーの角部を採用した．これは，図-3. 18 のように，スライダーの角部

が接触位置となり，この部分が最も応力が大きく作用しているためで，スライダーの角部を

基準として検証することとした． 

 

 
図-3. 18 スライダーとコンケイブプレートの接触位置 
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ダブル球面すべり支承の挙動を考慮すると，支承部の力のつり合いは図-3. 19 のようであ

ると考えられる．ここで，図中の F’は摩擦力，μは摩擦係数，N は接触面に垂直な反力，W

は自重を含んだ荷重で，θL はスライダー角部における接触角である．荷重の載荷中におい

て図-3. 19（a）のように，下沓に作用する水平反力 H は摩擦力 F’と反力 N の水平成分の合

計となり，式(3.5)に示す． 

             (3.5) 

一方で，除荷を行う際には図-3. 19（b）のように，下沓に作用する水平反力 H は式(3.6)

のように計算される． 

            (3.6) 
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図-3. 19（a）載荷時   図-3. 19（b）除荷時 

図-3. 19 支承部の力のつり合い 
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図-3. 20 は下沓に作用する水平反力について梁試験体 1 における解析結果と式(3.5)およ

び式(3.6)の比較を示す．図中の実線は理論値を示し，赤線は式(3.5)の載荷時，青線は式(3.6)

の除荷時であり，黒丸は解析値を示す．理論値と解析値の比較から，両者は近い値を示して

おり，スライダーの角部において摩擦が生じていると考えられる． 

 

 
図-3. 20 下沓に作用する水平反力（梁試験体 1） 
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3.5.2 スライダーの応力状態 

図-3. 21 に最大荷重時（50 kN）のスライダーのミーゼス応力コンター図を示す．図はス

ライダーとコンケイブプレートの隙間を強調するため，変形倍率を 5 倍にして表示してい

る．スライダーの応力は最大で 975.9 N/mm2 を示しており，スライダーが上下プレートに

接触している右側 1/4 に応力が集中していた．ダブル球面すべり支承では桁のたわみによ

る支承の回転に追従することが難しいことが示唆された． 

 

図-3. 21 活荷重作用時のスライダーの応力状態（ミーゼス応力，単位：N/mm2） 
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3.6 まとめ 

本章では，球面すべり支承の活荷重作用時の実験に対する FEM 解析を行った．実験結果

の考察から，FEM のモデルとして下沓を可動としたモデルを採用した．本章を通して得ら

れた知見を以下に示す． 

 

1．FEM 解析において，下沓を可動としたモデルを採用したことで，実験値と近い解析値が

得られた．このことから，実験において下沓は実際には変位しており，実験値に影響を与え

ていたと考えられる． 

 

2．シングル球面すべり支承では，コンケイブプレートの位置は上または下のケースが考え

られるが，上部構造から下部構造への力の伝達機構に違いが生じるため，コンケイブプレー

トが上に位置する方が，下部構造への水平反力は大きい．これは，支承部の回転に伴ってす

べり面に傾きが生じるためである． 

 

3．シングル球面すべり支承は，活荷重による回転と水平変位に対してスライダーの応力は

降伏応力以下であり，活荷重作用時の挙動に追従が可能である．一方でダブル球面すべり支

承は，桁の回転に追従することが難しいことが示唆された． 
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4. 球面すべり支承の地震時挙動に関する振動台実験 

 

4.1 はじめに 

水平地震力が作用したときの球面すべり支承の挙動に関する既往研究では，上部構造の

応答にのみ注目することが多く 11）22），すべり面に生じる摩擦力が上部構造および下部構造

に及ぼす影響について調査した研究は少ない．球面すべり支承で支持された橋梁構造物に

おいては，すべり面に生じる摩擦力は支承部に水平せん断力として作用し，さらに，スライ

ダーがコンケイブプレート上を摺動することによって，下部構造には偏心して上部構造重

量が作用するため，下部構造への影響を調べる必要がある．また，活荷重の偏り等によって，

上部構造重量に偏心がある場合には各支点に反力差が生じ，上部構造が回転する可能性が

ある．そこで，これらの現象を明らかにするために，本研究ではシングル球面すべり支承を

対象とし，4 基の球面すべり支承で支持された橋梁模型桁に対して，振動台による加振実験

を行った．特に，上部構造の応答およびその応答が下部構造に及ぼす影響に着目し，シング

ル球面すべり支承で支持された橋梁の地震時挙動を調べた． 
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4.2 実験方法 

4.2.1 球面すべり支承 

写真-4. 1 および写真-4. 2 に実験で用いたシングル球面すべり支承を示し，図-4. 1 にその

詳細を示す．シングル球面すべり支承はスライダー(材質 SS400)とコンケイブプレート(材

質 SUS304)およびヒンジプレート(材質 SUS304)から構成される．スライダーは上下に 2 

つの凸型球面を有し，球面半径はそれぞれヒンジ部とすべり面に対応している．スライダー

のすべり面は直径 20mm の円形状の凸型面である．コンケイブプレートは写真-4. 2 に示す

ように球面半径 2500mm の凹型面を有し，このコンケイブプレート上をすべり面としてス

ライダーは摺動する．スライダーの回転に対応するようにヒンジ部は関節機能を有し，ヒン

ジ部での摩擦を低減するため，ヒンジプレートとスライダーが接する部分には潤滑油を塗

った．すべり面に接するスライダーの表面には，繰り返し載荷による摩耗に抵抗するために，

PTFE 織物と接着性を高めた高強度繊維の二重織物から成るすべり材を貼付した． 
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図-4. 1 シングル球面すべり支承 

 

 
写真-4. 1 球面すべり支承（スライダーおよびヒンジプレート） 
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写真-4. 2 球面すべり支承（コンケイブプレート） 
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4.2.2 実験装置および測定項目 

写真-4. 3 および図-4. 2 に加振実験状況を示し，図-4. 2 には測定項目もあわせて示す．上

部構造模型は 0.90 × 1.60 ×0.25 m3 (重量 8.30kN)のコンクリートブロックとし，これを 4 

基のシングル球面すべり支承によって支持した．支承の下に橋脚を想定した鋼管

(φ=101.6mm，t=3.2mm，L=400mm)を設置した．さらに，コンクリートブロックの上に

錘となる鋼板(0.51kN/枚)を合計 16 枚上載し，上部構造重量を調整した． 

測定項目については図-4. 2 に示すように，上部構造の加速度(AA，AB)，変位(DA，DB)

および振動台の加速度(AG)，変位(DG)を測定した．鋼管基部の加振方向にひずみゲージを

設置し，ひずみ(ε1，ε2)をそれぞれ測定することで鋼管に作用する曲げモーメントを求め

た． 

図-4. 3 に示すようにシングル球面すべり支承の設置ケースを 2 種類とした．Case1 では

コンケイブプレートがスライダーの下に位置し，Case2 では Case1 から支承の上下を反転

し，コンケイブプレートがスライダーの上に位置するようにした． 

以上の測定項目の一覧を表-4. 1 に示す． 
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写真-4. 3 振動台設置状況 

 

 
図-4. 2 実験装置模式図 
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表-4. 1 測定項目 

測定項目 記号 説明 

加速度 

AA 上部構造模型 N 側（橋脚 A，C 側）の加速度 

AB 上部構造模型 S 側（橋脚 B，D 側）の加速度 

AG 振動台の加速度 

変位 

DA 上部構造模型 N 側（橋脚 A，C 側）の変位 

DB 上部構造模型 S 側（橋脚 B，D 側）の変位 

DG 振動台の変位 

ひずみ 
ε1 （各橋脚共通）橋脚基部 E 側のひずみ 

ε2 （各橋脚共通）橋脚基部 W 側のひずみ 

 
 
 

 

図-4. 3 シングル球面すべり支承の設置ケース 
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試験体の長手方向を橋軸方向，短手方向を橋軸直角方向とする．振動台の加振方向は図-

4. 2 に示す EW 方向とし，図-4. 4 および図-4. 5 に示すように試験体の長手方向である橋軸

方向に対して一方向載荷し，短手方向である橋軸直角方向に載荷する場合は，平面内で 90

度に試験体の向きを変えた．上載荷重条件は，図-4. 4(a)および図-4. 5(a)に示すように錘鋼

板を均等に配置するケースと，図-4. 4(b)および図-4. 5(b)に示すように錘鋼板の載荷枚数を

加振方向に対して直角に偏心させるケースの 2 ケースとした．均等載荷では錘鋼板を 4 枚

ずつ載荷し，偏心載荷では錘鋼板を片側に 6 枚ずつ，もう反対側に 2 枚ずつ載荷すること

とした．コンクリートと鋼板の重量の合計は約 17.16kN であり，均等載荷では支承 1 基あ

たりに平均約 4.29kN の軸力が作用する．偏心載荷時には，重い側の支承 1 基あたりに

4.94kN の軸力が作用し，軽い側の支承 1 基あたりに 3.64kN の軸力が作用する． 
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(a)均等載荷    (b)偏心載荷 

図-4. 4 橋軸方向加振 

 

 

 

(a)均等載荷    (b)偏心載荷 

 図-4. 5 橋軸直角方向加振 
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4.2.3 入力波形 

入力波は正弦波および地震波の 2 種類である．入力正弦波の加振条件として，正弦波の

周波数および加速度振幅を表-4. 2 に示す．周波数は，0.8Hz，1.0Hz および 2.0Hz とし，

加速度振幅は基本的に 0.8，1.0，1.5m/s2 としているが，2.0Hz では加速度振幅 1.5m/s2 の

代わりに 1.3m/s2 としている．これは，本実験で用いた振動台の性能限界によるものであ

る．正弦波の加振方法としては，図-4. 6 に示すように加振開始から所定の加速度振幅に至

るまで漸増させ，加速度振幅が定常状態となったところから 30 秒間加振した． 

入力地震動には，レベル 2 のタイプ 2 地震として，表-4. 3 に示す地震波を用いた．地震

波は 5 種類とし，上部構造模型および振動台の性能を考慮してそれぞれ振幅倍率を設定し

ている．地震波 No.1 および No.2 は道路橋示方書・同解説(Ⅴ耐震設計編)に示されている

Ⅰ種およびⅡ種地盤におけるレベル 2 地震動である．地震波 No.3 および No.5 は速度応答

スペクトルが長周期で卓越する地震波として，気象庁の定めた長周期地震動階級が最大の 4 

となる地震波である．また，地震波 No.4 は K-net および KiK-net 観測網において，2016 

年熊本地震時に最大加速度(1157gal)を記録している．図-4. 7 に本実験で用いた入力地震波

形（振幅倍率適用）を示す．いずれの地震波波形も，本実験装置の限界まで加振ができるよ

うに倍率を調整しており，最大加速度は概ね 400cm/s2 以内に収まっている． 
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表-4. 2 入力正弦波 

周波数（Hz） 加速度振幅（m/s2） 加振時間 

0.8 0.8 / 1.0 / 1.5 30 秒間（定常状態） 

1.0 0.8 / 1.0 / 1.5 30 秒間（定常状態） 

2.0 0.8 / 1.0 / 1.3 30 秒間（定常状態） 

 

時間

加速度

定常状態（30秒間）

加振開始 加振終了

目標加速度（+）

目標加速度（-）

 
図-4. 6 正弦波加振の加速度イメージ 

 

  

86



表-4. 3 入力地震波 

No. 地震波 地震名 振幅倍率 

EQ-1 JMA 神戸(NS) 1995 年兵庫県南部地震 26% 

EQ-2 JR 鷹取(NS) 1995 年兵庫県南部地震 40% 

EQ-3 JMA 西原村小森(EW) 2016 年熊本地震 40% 

EQ-4 KiK-net 益城(EW2) 2016 年熊本地震 24% 

EQ-5 JMA 厚真町鹿沼(EW) 2018 年北海道地震 32% 
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(a)No.1 JMA 神戸(NS)(26%)  (b)No.2 JR 鷹取(NS)(40%) 

 

 

(c)No.3 JMA 西原村小森(EW)(40%) (d)No.4 KiK-net 益城(EW2)(24%) 

 

 

(e)No.5 JMA 厚真町鹿沼(EW)(32%) 

図-4. 7 入力地震波形 
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4.2.4 実験データのノイズ処理 
実験データ（加速度，変位，ひずみ）はデータロガーによって記録し，計測時間間隔は 0.01

秒とした．これらの実験データは，電気的なノイズを含んでいることから，移動平均を行っ
てノイズを取り除くこととした．移動平均の時間間隔は 0.05 秒とし，図-4. 8 に示すような
ノイズ処理後のデータを得ることができた．このことから，以降の実験結果についてはノイ
ズ処理後のデータを取り扱う． 
 

 

図-4. 8 ノイズ処理前後の比較（正弦波加振時の加速度） 
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4.3 実験結果 

4.3.1 正弦波による加振 

図-4. 9～図-4. 11 に振動台上の加速度と上部構造の応答加速度の比較を時刻歴で示す．下

沓でスライダーが摺動する Case1 および均等載荷の状況で，橋軸方向に正弦波（周波数 0.8 

Hz）で加振した加速度振幅(a) 0.8 m/s2，(b) 1.0 m/s2 および(c) 1.5 m/s2 の結果である．そ

れぞれ，加振開始から 55 秒から 60 秒までの定常状態を示している．黒破線は振動台の加

速度，赤線は上部構造 A 側の加速度，青線は上部構造 B 側の加速度を示している．赤線と

青線の上部構造加速度は，ほとんど差がないためほぼ重なっている．(a)に示す加速度振幅

0.8 m/s2 ではスライダーのすべりは生じず，上部構造と振動台の加速度履歴はほぼ一致し

ている．加速度振幅を 1.5 m/s2 に増加させた場合には，(c)に示すようにスライダーのすべ

りが生じており，上部構造と振動台の加速度履歴に差が生じている．最大加速度は振動台に

おいて約 1.5 m/s2 であるのに対して，上部構造では約 1.3 m/s2 を示しており，上部構造の

加速度は振動台の加速度を下回っている．これは，スライダーの摺動によって生じる免震効

果によるものである． 

 

 

  

90



 
(a)加速度振幅 0.8m/s2   (b) 加速度振幅 1.0m/s2 

 

 
(c) 加速度振幅 1.5m/s2 

図-4. 9 時刻歴応答加速度（橋軸方向加振，均等載荷，Case1，正弦波 0.8Hz） 
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(a)加速度振幅 0.8m/s2   (b) 加速度振幅 1.0m/s2 

 

 
(c) 加速度振幅 1.5m/s2 

図-4. 10 時刻歴応答加速度（橋軸方向加振，均等載荷，Case1，正弦波 1.0Hz） 
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(a)加速度振幅 0.8m/s2   (b) 加速度振幅 1.0m/s2 

 

 
(c) 加速度振幅 1.3m/s2 

図-4. 11 時刻歴応答加速度（橋軸方向加振，均等載荷，Case1，正弦波 2.0Hz） 
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図-4. 12 は図-4. 11 を摩擦係数-変位関係で表し，加振開始から上部構造が静止するまで

を示している．縦軸の摩擦係数は上部構造重量に対する水平荷重の比を表しており，水平荷

重は上部構造で計測された水平加速度に上部構造質量を乗じた値としている．加速度 1.5 

m/s2 に達するまで徐々に加速度を大きくしているため，加振開始から一定の時間は摩擦力

の影響ですべりを生じず，変位ゼロ付近で振動している．すべりが生じ定常状態になると，

若干丸みを帯びた長方形に近い履歴曲線を描き，最終的に残留変位を生じた状態で静止し

た．摩擦係数は，変位がゼロにおける y 切片から求められ，0.11～0.13 程度であった． 

 

 
(a) 正弦波 0.8Hz ，加速度振幅 1.5m/s2 (b) 正弦波 1.0Hz ， 加速度振幅 1.5m/s2 

 

 
(c) 正弦波 2.0Hz ，加速度振幅 1.3m/s2 

図-4. 12 摩擦係数-変位関係（橋軸方向加振，均等載荷，Case1） 
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4.3.2 地震波による加振 

図-4. 13 に地震波加振による振動台上の加速度と上部構造の応答加速度の比較を時刻歴

で示す．下沓で摺動する Case1 および均等載荷の状況で，表-4. 3 に示す JMA 神戸波で橋

軸方向に加振した結果である．加振開始 15 秒から 25 秒までの応答を示している．この区

間における振動台上の最大および最小加速度は，それぞれ，1.5 m/s2 および-1.6 m/s2 であ

る．図-4. 13 (b)に示した正弦波による応答と同様に，地震波加振においても，上部構造の

加速度は振動台の加速度を下回っており，スライダーのすべりが生じていることを確認で

きる．なお，赤線と青線の上部構造加速度は，ほとんど差がないためほぼ重なっている． 
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(a)No.1 JMA 神戸(NS)  (b)No.2 JR 鷹取(NS) 

 

 

(c)No.3 JMA 西原村小森(EW) (d)No.4 KiK-net 益城(EW2) 

 

 

(e)No.5 JMA 厚真町鹿沼(EW) 

図-4. 13 時刻歴応答加速度 
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計測した鋼管橋脚基部のひずみから，鋼管基部に生じる曲げモーメントを求め，水平力作

用位置であるすべり面までの高さで除すことで水平力を算出した．水平力は以下に示すよ

うに求められる． 

 = (   )
2 =                 (4. 1) 

 ℎ                    (4. 2) 

ここに，εm は鋼管橋脚基部の曲げモーメントによるひずみ，ℎはすべり面からひずみ測定

位置までの高さ，H は鋼管橋脚頂部に働く水平力， Z は鋼管の断面係数，E は鋼管のヤン

グ係数である．なお，ここではスライダーの水平変位による橋脚への影響を検討するため，

橋脚における軸力変動分は考慮していない．図-4. 14～図-4. 23 は水平力の時刻歴および上

部構造変位の時刻歴を重ね合わせた図である．均等載荷の状況で JMA 神戸波によって加振

した結果であり，左側の縦軸は水平力，右側は変位を示す．水平力は 2 つの方法から求め，

黒線は上部構造の加速度から求めた水平力，青線は鋼管橋脚のひずみから式(4.2)により算

出した水平力，赤線は上部構造の変位である．鋼管橋脚のひずみは 4 本の鋼管橋脚におけ

る平均値を用いている．図-4. 15(a)の上部構造変位から約 10 mm の残留変位が確認できる

が，約 30 秒以降において黒線の加速度から求めた水平力はゼロに漸近しているのに対し

て，青線のひずみから求めた水平力は加速度から求めた水平力よりも約 100 N 大きい．こ

れはスライダーが摺動することによって軸力作用位置が鋼管橋脚の中心から偏心するため

であり，P-δ 効果による結果である．一方，図-4. 15(b)の Case2 では，残留変位が約 4 mm 

生じているが，加速度から求めた水平力とひずみから求めた水平力は一致しており，上部構

造の変位による橋脚への影響は生じていない．このことは，Case1 においては，上部構造の

残留変位がもたらす P-δ 効果によって橋脚に残留ひずみが生じているのに対して，Case2

では残留ひずみが生じていないことを示している．なお，ここでは支承の残留変位によって

生じる鋼管のひずみを残留ひずみと呼ぶ． 
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(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 14 水平力および上部構造変位の時刻歴 

(橋軸方向加振，均等載荷，EQ1-JMA 神戸) 

 

 

 

(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 15 水平力および上部構造変位の時刻歴 

(橋軸方向加振，偏心載荷，EQ1-JMA 神戸)  
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(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 16 水平力および上部構造変位の時刻歴 

(橋軸方向加振，均等載荷，EQ2-JR 鷹取) 

 

 

 

(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 17 水平力および上部構造変位の時刻歴 

(橋軸方向加振，偏心載荷，EQ2-JR 鷹取)  
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(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 18 水平力および上部構造変位の時刻歴 

(橋軸方向加振，均等載荷，EQ3-JMA 西原村小森) 

 

 

 

(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 19 水平力および上部構造変位の時刻歴 

(橋軸方向加振，偏心載荷，EQ3-JMA 西原村小森)  
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(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 20 水平力および上部構造変位の時刻歴 

(橋軸方向加振，均等載荷，EQ4- KiK-net 益城) 

 

 

 

(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 21 水平力および上部構造変位の時刻歴 

(橋軸方向加振，偏心載荷，EQ4- KiK-net 益城)  
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(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 22 水平力および上部構造変位の時刻歴 

(橋軸方向加振，均等載荷，EQ5- JMA 厚真町鹿沼) 

 

 

 

(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 23 水平力および上部構造変位の時刻歴 

(橋軸方向加振，偏心載荷，EQ5- JMA 厚真町鹿沼)  
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支承部の変位と鉛直力によって生じる橋脚基部のひずみを，Case1 および Case2 につい

て，模式的に図-4. 24 に示す．図-4. 24(a)に示すように，コンケイブプレートが下に位置す

る Case1 の場合には，スライダーが中心位置から変位することによって，P-δ 効果による

付加的な曲げモーメントが鋼管に生じる．また，支承を上下反転した Case2 の場合には，

図-4. 24(b)に示すように，上部構造と橋脚の相対変位に関わらず，上部構造からの鉛直力は

常に橋脚中心に作用するため P-δ 効果は生じない．ここで，図-4. 24 に示す ε2 と ε1 の

差分を取ると，鉛直力によるひずみが打ち消され，曲げモーメントによって生じるひずみ

ε m( = ( ε1 – ε2) / 2 )が求まる．この曲げモーメントによるひずみは上部構造からの水平

力によるひずみと P-δ 効果によるひずみの和となり，以下のように表すことができる． 

 =                 (4. 3) 

 

ここに，ℎはひずみ測定位置から水平力作用位置までの高さ， H は水平力， Z は鋼管の断

面係数， E は鋼管のヤング係数， P は上部構造からの鉛直力， e は鉛直力が橋脚に作用す

る偏心量である．加振終了後には水平力 H はゼロとなるため，上部構造の残留変位によっ

て偏心量 e が生じる場合には， εm は残留ひずみとなる． 

  

103



 

(a)Case1 
 

 

(b)Case2 

図-4. 24 支承部の変位と鉛直力によって生じる橋脚基部のひずみ 
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図-4. 25～図-4. 34 に橋脚基部に生じる残留ひずみの時刻歴を示す．残留ひずみは橋脚基

部のひずみから水平摩擦力によるひずみを差し引いた値である．橋脚基部のひずみは鋼管

橋脚 4 本の平均値である．図-4. 25 に示す黒線は図-4. 14 の青線と黒線の差分から求めたひ

ずみであり，式(4.4)における右辺の第 2 項に対応する計測ひずみを表している．赤線は計

測された上部構造の水平変位を用いて，式(4.3)における右辺の第 2 項から計算した P-δ 効

果によるひずみ分を示し，Case2 では偏心量 e をゼロとしている．ここで，橋脚 1 本当たり

に作用する鉛直力として P には 4.29 kN を用いている．図-4. 26(a)から黒線と赤線は全体

的に同様の履歴を示しており，Case1 の橋脚に生じるひずみは上部構造の変位によって生

じていることが確認できる．図-4. 26(b)に示すように Case2 では，上部構造からの鉛直力

は常に鋼管の中心に位置するため，P-δ 効果は生じず，残留ひずみは生じていない．全て

の地震波加振後における上部構造の残留変位と橋脚基部に生じた残留ひずみの関係を図-4. 

35 に示す．黒印は Case1，赤印は Case2 の結果を示し，理論による残留変位と残留ひずみ

の関係も黒い点線で併せて示す．Case1 では残留ひずみと残留変位は比例関係にあり，理論

による関係とほぼ一致する．一方，Case2 では残留変位に関わらず残留ひずみがほとんど

生じていない．以上から，シングル球面すべり支承では，スライダーとコンケイブプレート

の上下位置によって，橋脚に及ぼす影響が異なり，Case1 のようにコンケイブプレートが

スライダーの下に位置している場合，上部構造の変位による P-δ 効果によって，橋脚に曲

げモーメントが生じることを確認した．これにより，シングル球面すべり支承を Case1 の

ように配置する場合には，橋脚を設計する際に，P-δ 効果による付加的な曲げモーメント

を考慮する必要がある． 
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(a)Case1    (b)Case2 

図-4. 25 P-δ 効果による橋脚基部のひずみ履歴 

(橋軸方向加振，均等載荷，EQ1-JMA 神戸) 

 

 

 
(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 26 P-δ 効果による橋脚基部のひずみ履歴 

(橋軸方向加振，偏心載荷，EQ1-JMA 神戸) 
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(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 27 P-δ 効果による橋脚基部のひずみ履歴 

(橋軸方向加振，均等載荷，EQ2-JR 鷹取) 

 
 

 
(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 28 P-δ 効果による橋脚基部のひずみ履歴 

(橋軸方向加振，偏心載荷，EQ2-JR 鷹取) 
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(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 29 P-δ 効果による橋脚基部のひずみ履歴 

(橋軸方向加振，均等載荷，EQ3- JMA 西原村小森) 

 
 

 
(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 30 P-δ 効果による橋脚基部のひずみ履歴 

(橋軸方向加振，偏心載荷，EQ3- JMA 西原村小森) 
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(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 31 P-δ 効果による橋脚基部のひずみ履歴 

(橋軸方向加振，均等載荷，EQ4- KiK-net 益城) 

 
 

 
(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 32 P-δ 効果による橋脚基部のひずみ履歴 

(橋軸方向加振，偏心載荷，EQ4- KiK-net 益城) 
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(a)Case1     (b)Case2 

図-4. 33 P-δ 効果による橋脚基部のひずみ履歴 

(橋軸方向加振，均等載荷，EQ5- JMA 厚真町鹿沼) 

 
 

 
(a)Case1     (b)Case2  

図-4. 34 P-δ 効果による橋脚基部のひずみ履歴 

(橋軸方向加振，偏心載荷，EQ5- JMA 厚真町鹿沼) 
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図-4. 35 地震波加振後の上部構造の残留変位と橋脚に生じた残留ひずみの関係 
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4.3.3 球面すべり支承の回転応答について 

上部構造重量に偏心がある場合には各支点に反力差が生じ，上部構造が鉛直軸回りに回

転する可能性があるため，偏心による回転挙動を確認する．図-4. 36 に上部構造の回転応答

に関する模式図を示す．上部構造が図-4. 36 のように回転している場合，A 側と B 側の計測

変位に差が生じ，鉛直軸回りの回転角θは以下のように求められる． 

     
                 (4. 4) 

 

図-4. 36 上部構造の回転応答に関する模式図 

 

ここに，LAB は支点 A と B の距離とし，橋軸方向加振時には 500 mm，橋軸直角方向加振時

には 1250 mm である．下沓で摺動する Case1 および橋軸方向加振において，式(4.4)によ

り求めた回転角の時刻歴応答を，全ての地震波について図-4. 37 に示す．5 つの地震波全て

において，均等載荷および偏心載荷ともに，回転角はほぼゼロであり，回転応答は生じてい

ないことが確認できる． 

次に，橋軸直角方向加振における回転角の時刻歴応答を同様に図-4. 38 に示す．均等載荷

および偏心載荷において，回転角が最大でそれぞれ 0.005 rad および 0.008 rad 程度生じて

いる．このことは，回転は基本的に上部構造重心位置から支承までの距離に起因するもので，

その距離が大きいほど回転が生じやすくなり，橋軸方向よりも橋軸直角方向のほうが支承

間距離が大きいので，回転の影響を受けやすいからである．しかしながら，地震波によって

最大応答値に違いはあるものの，均等載荷と偏心載荷の回転挙動に大きな違いはなく，加振
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方向に対して上部構造重量に偏りがあっても，最大で 0.008 rad 程度と大きな回転は確認さ

れなかった．これは，各支承の摩擦力，つまり水平抵抗が鉛直荷重に比例することにより，

偏心載荷であっても上部構造の加速度が支承の位置によらず一定に保たれるためである．

また，支承を上下反転した Case2 の結果も Case1 と同様であり，橋軸直角方向加振におい

て回転角がわずかに生じているものの，上部構造の偏心載荷による回転はそれほど生じな

いことを確認した． 

球面すべり支承の場合，下部工に作用する水平力はスライダーとすべり面の間に働く摩

擦力である．下式に示すように，摩擦力 F は鉛直荷重 N に比例するため，重い側は抵抗力

が大きくなり，軽い側は抵抗力が小さくなる．その結果，左右の支承での変位に差が生じな

いため回転応答が生じないと考えられる． 

F=μ×N               （4.5） 

一方で，通常のゴム支承による支持では，ゴム支承の剛性が載荷荷重によらず一定である

ため，重量が重い側が慣性力による水平荷重も大きくなるが，剛性は一定であるため，重い

側と軽い側で変位に差が生じ，回転応答を生じる．載荷荷重が偏心している状態において，

回転応答を生じないという現象は，球面すべり支承の特徴の一つであると考える． 

 

  

113



 
(a)均等載荷 

 
 

(b)偏心載荷 

図-4. 37 回転応答(Case1，橋軸方向載荷，地震波) 
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(a) 均等載荷 

 

 
(b) 偏心載荷 

図-4. 38 回転応答(Case1，橋軸直角方向載荷，地震波) 
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4.4 まとめ 

本研究では，シングル球面すべり支承の地震時挙動を明らかにするために，シングル球面

すべり支承で支持された橋梁模型桁に対して振動台による加振実験を行った．特に，上部構

造の応答およびその応答が下部構造に及ぼす影響に着目し，シングル球面すべり支承で支

持された橋梁の地震時挙動を調べた．本研究を通して得られた結果および知見を以下に示

す． 

 

1）上部構造が摺動した場合，球面すべり支承の免震効果によって，上部構造の応答加速度

は下部構造に入力される加速度よりも低減される． 

2）橋軸直角方向加振では回転応答が若干生じるものの，上部構造の偏心載荷による回転は

ほとんど生じなかった． 

3）シングル球面すべり支承では，スライダーとコンケイブプレートの上下位置によって，

下部構造に及ぼす影響が異なる． 

4）コンケイブプレートが下に位置する場合，上部構造の変位によって橋脚に偏心荷重が作

用するが，上下位置が反転する場合は，橋脚への鉛直荷重は常に橋脚中心に作用するた

め，上部構造の変位による下部構造への影響はほとんど生じない． 
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5. 振動台実験の再現解析 

 

5.1 はじめに 

すべり系支承において，すべり面の摩擦係数は，構造物の振動応答に影響を与える重要な

パ ラ メ ー タ で あ る ． す べ り 系 支 承 の す べ り 材 と し て 用 い ら れ る PTFE

（polytetrafluoroethylene）と SUS（ステンレス）との間に生じる摩擦力の動的特性として，

摩擦係数が種々の条件により変化するという現象が確認されている．特に，すべり面のせん

断速度による影響（速度依存性），すべり面の面圧による影響（面圧依存性）およびすべり

面の温度による影響（温度依存性）などが知られている 28）．これらの摩擦係数の各種依存

性の取り扱いについて，これまでに高度な解析手法が提案されてきた．姫野ら 30）は，トラ

イボロジー理論から，すべり系支承に用いられる PTFE の摩擦特性に関する評価式を提案

し，高橋ら 31）は，PTFE の材料特性から，摩擦係数を評価する数値モデルを構築している． 

本章では解析的検討として，球面すべり支承を剛塑性型のバイリニアでモデル化し，実橋

に適用した場合の振動挙動についての検討も行われている 32）33）34）．しかし，前述したよう

に，球面すべり支承においては，摩擦係数の各種依存性が確認されていることから，実際に

はそれらを解析に考慮する必要がある．そこで，本研究では，摩擦係数の各種依存性を考慮

した解析モデルを構築し，前章で行ったシングル球面すべり支承の振動台実験に対して，橋

脚―支承―上部構造による解析モデルを用いた非線形動的解析を行った．一連の解析から

実験結果を再現するとともに，特に，摩擦係数の速度・面圧依存性が応答値に与える影響に

ついて検証した． 
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5.2 解析方法 

5.2.1 解析モデル 

本稿では図-5. 1 に示す 2 つの解析モデルを用いる．1 つ目は，図-5. 1(a)に示すような，

1 組の橋脚―支承―上部構造からなるモデルを用いた．これを一支承モデルと呼び，1 基の

球面すべり支承に着目して，摩擦係数の速度依存性や面圧依存性の検証に用いた．2 つ目は，

図-5. 1(b)に示すような，2 組の橋脚―支承―上部構造からなるモデルであり，これを二支

承モデルと呼ぶ．加振方向において，地震力が作用する上部構造重心高さと支承高さの違い

に起因して，上部構造にモーメントが作用するロッキング振動により，橋脚ごとに軸力差が

生じる．これによって，支承に作用する面圧が変化するので，二支承モデルを用いて，面圧

変化による上部構造の応答への影響を検証した．橋脚は線形はり要素を用いて鋼管柱の質

量，剛性等の諸元を設定し，減衰定数を 3%とした．鋼管柱の基部は，ボルトで固定したた

め，剛結とした．上部構造には，一支承当たりの質量を考慮して，上部構造全体質量の 1/4

である集中質量 437.6kg を用いた．二支承モデルの質点をはり要素でつなぎ，コンクリート

ブロックの剛性を設定した．支承部には，鉛直方向に線形ばね要素，水平方向に非線形ばね

要素を用い，減衰定数は 0 とした． 

 

(a)一支承モデル     (b)二支承モデル 

図-5. 1 解析モデル概要 
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図-5. 2 に摩擦係数の依存性を考慮しない場合の球面すべり支承の履歴曲線を示す．ここ

で，F は作用する水平荷重， は摩擦係数，W は支承部鉛直荷重，R はコンケイブプレート

の球面半径である．摩擦係数への各種依存性を考慮しない場合，摩擦係数が変化しないので，

履歴曲線は剛塑性型となる．剛塑性型履歴曲線のモデル化に際して，解析ソフトによっては

完全な剛塑性型とすることは難しいため，初期剛性を 2 次剛性に対して十分大きくし，剛

とみなせるよう設定されることが多い．本研究に用いる解析ソフトも同様であるため，支承

の初期剛性は監崎，伊津野ら 36）の研究を参考にし，橋脚の剛性に対して過大とならないよ

う 1.0×105 kN/m とした．球面すべり支承の場合には，図-5. 2 に示すように，振り子運動

による 2 次剛性を持つために，平行四辺形型のバイリニアとなる．しかし，すべり系支承に

おいて，摩擦係数の速度依存性を考慮すると，履歴曲線が丸みを帯びたり，摩擦係数の面圧

依存性を考慮すると，台形型になるように，摩擦係数の各種依存性により，履歴曲線の形状

が変化する．そこで，本研究では，摩擦係数が，支承部の相対速度や支承部の鉛直反力によ

り変化する材料非線形モデルを用いる．振動台実験に用いた支承の滑り材およびコンケイ

ブプレートの材質は中村ら 4）の依存性確認実験に用いられたものと同一であるため，摩擦

係数の評価式は，中村ら 4）の実験から求めた式を基に，式(5.1)に示すような基準摩擦係数

0 に対して，支承部相対速度 ，支承部面圧 および温度 の影響を表す補正係数を乗ずる形

とした． 

( , , )＝  × ( ) × ( ) × ( ) (5.1) 

ここに， ：速度依存係数で式(5.2)で求める． 

：温度依存係数で式(5.3)で求める． 

：面圧依存係数で式(5.4)で求める． 

( ) = 1 − 0.55 − 0.038  (5.2) 

( ) = 1.258 − 0.011  (5.3) 

( ) = 1.781 − 0.141 (5.4) 

ここで，基準摩擦係数は，実験時の自重状態での平均面圧および高速摺動時の速度による影

響を考慮し，中村らの式の基準条件（α,β,γ＝１の条件）に整合するように，実験結果か

ら逆算して， 0 = 0.11 とした．式(5.2)～(5.4)の関係を図示すると，図-5. 3 のようになる．

中村ら 4）の式における支承部の相対速度は，2 面摺動での相対速度であるため，1 つのすべ
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り面のせん断速度は支承部の相対速度の半分である．本研究で対象とするのは 1 面摺動タ

イプのシングル球面すべり支承であるから，1 面摺動に換算するために，すべり速度にかか

る係数を 2 倍としている．面圧依存性の項について，中村ら 4）の式では，基準面圧 60MPa

において γ=1 となるように，定数を加えて補正している．ここでは，姫野ら 30）や高橋ら

31）の研究を参考に摩擦係数の面圧依存性の原理を考えて，面圧の指数関数の項のみで表さ

れるように中村ら 4）の式に修正を加えたものである．なお，一支承モデルでは，支承の面

圧は変化しないため，  = 13.6MPa で一定となる．さらに，摩擦係数の温度依存性につい

て，実験時の平均室温である 15℃を用いた．また，摺動による摩擦熱による影響も考えら

れるが，同ケースの加振実験を複数回行ったところ，実験時には摩擦熱が原因とみられる摩

擦係数の低下は確認されなかった．従って，本研究では．摩擦熱による摩擦係数の変化は考

慮していない．一支承モデルの解析では，支承部における軸力が変動しないため，摩擦係数

の速度依存性のみを考慮したモデル（以下，速度依存モデルと呼ぶ）および球面すべり支承

の解析で多く用いられている依存性を考慮しないバイリニアモデルの 2 つのモデルで比較

検討した．バイリニアモデルでは，実験時の温度および面圧から，式(5.1)より摩擦係数  = 

0.13 とした．二支承モデルの解析では，摩擦係数の速度および面圧依存性を考慮したモデ

ルを用いる．二支承モデルでは，上部構造のロッキング振動により加振方向の前後で支承部

の軸力が変化し，それに伴い面圧が変動する．そこで，ロッキング振動による面圧変動が応

答に与える影響について確認するため，一支承モデルと二支承モデルで結果の比較を行う． 

本研究の解析では，非線形時刻歴応答解析プログラム TDAP III35）を用いた．数値積分法

は Newmark β 法（β=1/4）を用いて，積分時間間隔は 0.0002 秒とした．減衰にはひずみ

エネルギー比例減衰を用い，橋脚には粘性減衰を考慮した．支承は履歴減衰のみを考慮し，

粘性減衰は考慮していない．解析で入力した加速度は，実験時に振動台で計測した加速度と

した． 
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図-5. 2 球面すべり支承の履歴曲線 

 

 

 

(a)速度依存係数    (b)温度依存係数 

 

(c)面圧依存係数 

図-5. 3 摩擦係数の各種依存性 
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5.3 解析結果および考察 

5.3.1 一支承モデルによる解析 

正弦波加振における実験結果と一支承モデル解析結果の比較を示す．試験体の橋軸方向

に加振した時の，周波数 0.8Hz，加速度振幅 1.5m/s2 の正弦波加振による履歴曲線を図-5. 

4 に示す．図-5. 4 では，バイリニアモデルおよび速度依存モデルによる解析結果を実験結

果と比較している．なお，履歴曲線の縦軸は水平荷重 F で表すことが多いが，ここでは，

上部構造の計測加速度から求めた水平荷重 F を平均鉛直荷重 W (=4.29kN)で除した値とし

て示している．摩擦係数の定義により，このグラフにおける y 切片は摩擦係数の値となる．

横軸は支承部の相対変位であり，支承の摺動変位を表している．また，図-5. 4 には加振し

てから定常状態となった後の 3 サイクル程度の履歴を示している．図-5. 4 より，実験結果

の履歴曲線はバイリニアの剛塑性型と比較して丸みを帯びていることが確認できる．実験

結果の最大変位は 13mm 程度であった．バイリニアモデルによる解析では，剛塑性に近い

挙動を示しており，実験結果と比較すると，変位は半分程度の値であった．依存モデルでは，

摩擦係数の速度依存性により，履歴曲線が丸みを帯び，実験結果に近い履歴を描いている．

速度依存性を考慮した変位結果は実験結果と同程度であった．支承部の相対速度の時刻歴

応答について，実験および速度依存モデルによる解析結果の比較を図-5. 5 の縦軸左側に実

線で示す．実験における相対速度に高周波ノイズが表れているのは，剛性の高い橋脚等の振

動による可能性があるが，解析結果は実験結果をある程度再現できている．図-8 には，速

度の結果に加えて，速度依存モデルでの解析結果において，作用する水平荷重を支承部鉛直

軸力で割った F/W の時刻歴応答を破線で右側の縦軸に示す．速度が大きくなると，F/W 

も大きくなるが，これは式(5.1)および図-5. 3 に示した速度依存性の影響である．また，図

-5. 5 より，最大速度は 80mm/s 程度であるので，式(5.1)から速度 80mm/s における摩擦

係数を求めると，摩擦係数は約 0.13 である．これは，図-5. 4 において摩擦係数を示す実験

結果の y 切片の値と概ね一致する．さらに，図-5. 5 より，実験におけるすべり速度は

0∼80mm/s 程度であったが，図-5. 3(a)に示すように，速度が 0∼80mm/s の範囲では，摩

擦係数は 0.06～0.13 と大きく変化する．そのため，実験では，摩擦係数を一定と仮定した

バイリニアモデルに比べ，速度依存モデルの方が，実験結果を精度良く再現できたと考えら

れる． 

2016 年熊本地震の JMA 西原村小森で観測された地震波加振における，実験と一支承モ
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デルによる解析結果の比較を行う．試験体の橋軸方向に加振した時の，地震波加振による履

歴曲線を図-5. 6 に示す．なお，縦軸は正弦波の結果と同様に，水平荷重 F を平均鉛直荷重

W (=4.29 kN)で除した値としている．地震波加振において，実験による最大変位は 7mm で

あるのに対し，バイリニアモデルによる解析の結果は 5mm で，実験結果の 7 割程度であ

った．また，速度依存モデルにおいては，最大変位が 13mm と実験結果の変位の倍程度で

あった．図-5. 6 に示す地震波加振による支承部の相対変位の時刻歴応答を図-5. 7 に示す．

実験とバイリニアモデルの解析結果を比較すると，バイリニアモデルでは，実験で生じた滑

りによる支承部の変位挙動を再現できていない．例えば，図-5. 7 における 8 秒以降のバイ

リニアモデルでは変位が一定値を示しているのに対して，速度依存モデルでは，図-5. 4 に

示したように最大変位は実験結果よりも大きくなったものの，支承部の変位増減を再現し

ている．地震波が作用した場合は，支承に生じる速度が変化するため，解析において摩擦係

数の依存性を考慮しない場合は，変位応答を適切に評価できない．速度依存モデルの解析で

用いた速度依存係数は中村ら 4）の実験を基に，式(5.2)により算出したが，実験に用いた試

験体では，摺動時の速度変化による摩擦係数への影響が大きかったと考えられる． 
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図-5. 4 支承部の履歴曲線の結果 

（正弦波） 

図-5. 5 速度および摩擦係数の時刻歴応答 

 

 

図-5. 6 支承部の履歴曲線の結果 

（地震波） 

図-5. 7 相対変位の時刻歴応答（地震波） 
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5.3.2 二支承モデルによる解析 

ロッキング振動によって支承部に生じる面圧の変化を図-5. 8 に模式的に示す．図-5. 8 に

示すように，水平地震力が右側に作用する場合は，地震力が作用する上部構造重心高さと支

承高さの違いに起因して上部構造にモーメントが作用し，ロッキング振動が生じる．ロッキ

ング振動によって，橋脚ごとに軸力差が生じ，図-5. 8 の例では，右側の支承の面圧が大き

くなる．面圧が大きくなると，図-5. 3 (c)に示す摩擦係数への面圧依存性により，摩擦係数

が減少する．一方で，左側の支承の面圧は小さくなるため，摩擦係数は増加する．ここでは，

このロッキング振動によって生じる面圧変動が，上部構造の応答に与える影響を調べるた

めに，一支承モデルと二支承モデルによる解析結果の比較を行う． 

周波数 0.8Hz，加速度振幅 1.5m/s2 の正弦波加振によって，橋軸直角方向に加振した時の

履歴曲線を図-5. 9 に示す．実験結果と一支承モデルおよび二支承モデルの左右の支承を比

較している．加振方向については，橋軸方向加振に比べて橋軸直角方向の方が，上部構造の

ロッキング振動の影響が大きく，支承部の軸力および面圧の変化が大きくなるので橋軸直

角方向とした．なお，いずれの解析モデルにおいても，支承部のモデルでは摩擦係数の速度・

面圧依存性を考慮している．一支承モデルと二支承モデルでの解析結果は，いずれも実験結

果よりも変位振幅が大きくなった．このグラフにおいて y 切片は，摩擦係数を示すため，図

-5. 9 から，摩擦係数の面圧依存性について確認すると，一支承モデルの結果と二支承モデ

ルで摩擦係数に大きな差はない．二支承モデルの左右の橋脚においても，摩擦係数の差はわ

ずかであることがわかる．このわずかな差は，摩擦係数の面圧依存性による影響である． 

図-5. 9 において，二支承モデルの左右の支承に生じる面圧の解析結果を時刻歴応答で図-

5. 10 に示す．いずれの支承にも，上部構造重量のみが作用した場合は，13.6MPa の面圧が

生じる．正弦波加振することにより，ロッキング振動による影響で軸力が左右の支承で変化

するが，その変動幅は±1MPa 程度である．ここで，式(5.1)から，面圧が 13.6MPa から

1MPa 変動するときの摩擦係数の値を求めると，0.132 から 0.130 への変化であり，その差

はわずかである．ロッキング振動による摩擦係数への影響は，上部構造重量と重心位置およ

び作用する水平加速度が関係し，各支承の軸力変動の大きさによるが，本実験ケースでは，

摩擦係数の面圧依存性による影響は小さいという結果であった． 
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図-5. 8 ロッキング振動による 

支承部の面圧の変化 

図-5. 9 二支承モデルの履歴曲線の比較 

 

 

 

図-5. 10 支承部面圧の時刻歴応答 
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5.4 まとめ 

本研究では，シングル球面すべり支承で支持された橋梁模型試験体の一方向加振実験を

再現するために，非線形動的解析を行った．特に，シングル球面すべり支承の摩擦係数の速

度・面圧依存性が応答値に与える影響について検証した．以下に本研究で得られた知見を示

す． 

 

1. 正弦波加振実験において，一般的に用いられるバイリニアモデルによる解析は変位を過

小評価し，摩擦係数の速度依存性を考慮することによって実験結果に比較的近い履歴曲

線が得られた． 

 

2. 本研究の試験体に用いたすべり材において，球面すべり支承が 80mm/s 程度以下の速度

で滑る場合，摩擦係数の速度依存性が変位応答に与える影響は大きい． 

 

3. 地震波が作用した場合は，支承に生じる速度が変化するため，解析において速度による

摩擦係数への依存性を考慮しない場合は，変位応答を適切に評価できない． 

 

4. ロッキング振動による軸力変動を考慮するために行った摩擦係数の面圧依存性を考慮し

た二支承モデルによる解析結果から，軸力変動による面圧の変化が確認されたが，本実

験における軸力変動の範囲では，履歴曲線の結果にほとんど差は生じなかった． 
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6. 結論 

 

本研究では，球面すべり支承の橋梁への適用を検討するため，活荷重時および地震時にお

ける球面すべり支承の挙動を検証する実験を行うとともに，これらの実験に対する再現解

析を FEM 解析および動的解析にて行い，解析モデルの妥当性を検証した． 

活荷重時における実験では，2 基の球面すべり支承で支持された橋梁模型梁に対して，支

間中央に集中荷重を載荷し，支点部において一定のたわみ角を生じさせることで球面すべ

り支承の活荷重時挙動を検証した．地震時における実験では，振動台を用いた縮小模型実験

を行い，球面すべり支承の地震時挙動を検証した．また，活荷重時および地震時を想定した

実験結果を再現するために，解析実験を行い，球面すべり支承の解析モデルを提案するとと

もに，その妥当性を検証した． 

本論文の各章で得られた主な知見は以下のようにまとめられる．なお，それぞれの知見 

の詳細は各章の最後にまとめられている． 

1 章では，橋梁を構成する部材の１つである支承に求められる機能や重要性を説明し，地

震時に生じたこれまでの支承の被害について述べるとともに，球面すべり支承の概要につ

いて示した．また，球面すべり支承の国内外の既往研究の概要を整理した．さらに，本研究

では縮小模型に対する実験を行うため，構造工学分野における相似則について体系的に整

理し，縮小模型実験の妥当性を考察した． 

2 章では，活荷重作用時における球面すべり支承の水平変位および回転といった挙動を明

らかにすることを目的として，シングル球面すべり支承およびダブル球面すべり支承を用

いて実験を行った．梁試験体のたわみおよびたわみ角は理論値に近いものの，スライダーの

変位は理論値と異なることを示した．これは，スライダーの摺動に伴う摩擦力が下沓に影響

していると考えられる．シングル球面すべり支承では，すべり面とスライダーの上下位置の

関係によって活荷重作用時にスライダーの変位に影響があることを示した．  

3 章では，2 章の実験結果を基に，球面すべり支承の挙動や応力状態を検証するために，

FEM 解析を行った．解析では摩擦力による下沓の水平移動を仮想ばねによりモデル化し，

仮想ばねのばね定数を調整することで実験結果に対する再現を行った．その結果，実験結果

による荷重－変位履歴を良く再現できたため，スライダーの摩擦力により下沓に水平変位
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が生じていることを明らかにした．また，シングル球面すべり支承では，すべり面とスライ

ダーの上下位置によって下沓への水平反力が異なることを示した．ダブル球面すべり支承

では，スライダーに回転に追随する機能がないため，スライダーの角部を支点として支承の

回転が生じることにより，この部分に応力集中が生じ，このタイプのダブル球面すべり支承

は活荷重作用時に機能しないことがわかった． 

4 章では，球面すべり支承の地震時挙動を把握するため，縮小模型を用いて振動台実験を

行った．球面すべり支承の免震効果によって上部構造の応答加速度は下部構造に入力され

る加速度よりも低減されることを明らかにした．また，球面すべり支承の摩擦力の特性によ

り，偏心載荷された状態でも上部工の回転はほとんど生じず，地震時における上部工の回転

への影響が少ないことを示した．さらに，シングル球面すべり支承では，すべり面がスライ

ダーの下にある場合には，スライダーの位置によって下部構造に偏心荷重が作用すること

を明らかにした． 

5 章では，4 章で得られた実験結果を基に，シングル球面すべり支承の振動台実験に対し

て，橋脚―支承―上部構造による解析モデルを用いた非線形動的解析を行った．その結果，

一般的に用いられるバイリニア解析よりも，摩擦係数の速度依存性を考慮したモデルのほ

うが実験結果に近い履歴曲線になることを示した． 
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